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⑴　松江市の概況 

　松江市は島根県の東部、山陰地方の中央部に位置し、東は安来市・鳥取県境港市、西は出

雲市、南は雲南市に接し、北は日本海に面している。 

　松江市と出雲市の全域が「島根半島・宍道湖中海ジオパーク」として日本ジオパークに認

定されており、市域北部には、大山隠岐国立公園にも指定されている島根半島部の美しいリ

アス式海岸、中央部にはラムサール条約登録湿地に認定されている全国5番目・7番目の規模

を誇る中海・宍道湖、南部には中国山地に至る緑豊かな山々を有する、水と緑に囲まれた自

然豊かな地域である。 

　この松江市のうち、半島振興法に基づく半島振興対策実施地域に指定されている鹿島町、

島根町及び美保関町の3地域（以下「一部過疎地域」という。）が、一部過疎の指定を受ける

ものである。 

 

①　自然的条件 

ア．鹿島町 

　本地域は、島根半島のほぼ中央に位置し、北部及び西部は日本海に面しており、東部

は島根町に接している。本地域の地形は、東西10.5㎞、南北4.5㎞、面積は29.04㎢であ

る。 

　東は標高503ｍの大平山、南は標高200ｍの北山山系が連なり、この西端には標高344ｍ

の朝日山がある。北は大平山より西方恵曇地区へ延びる北山山系の本嶺を挟んで日本海

に臨み、三方を山に囲まれた盆地形状をなしている。宍道湖に端を発した佐陀川と太平

山を源とする講武川が本地域の中央を貫流し、流域に農耕地が拓けている。 

　気候は、日本海を渡る冬季の北西からの季節風は厳しいが、沖合を北上する対馬暖流

の影響を受けて、夏に涼しく、冬に暖かい海洋性の温和な気候であるといえる。 

 

イ．島根町 

　本地域は、本市の北部、島根半島のほぼ中央に位置し、県土の最北端にあり、北部は

日本海に面した海上約70㎞を距て隠岐島に対する。南部は島根半島高尾山山塊によって

市中心部に、東部は美保関町、西部は鹿島町にそれぞれ接している。本地域の地形は、

東西、南北ともほぼ8㎞で面積は37.24㎢である。 

　高尾山山塊は500ｍ級の山が連なり、これにより多くの山壁が派生して日本海に没し、

急峻な地形をなしている。曲折50㎞に及ぶ海岸線は、数多くの湾江を形成し、各所に洞

穴、断崖絶壁、砂汀を配するほか、大小の島々が点在し、海岸全域が大山隠岐国立公園

に指定されている。 

　気候は、日本海を渡る冬季の北西からの季節風は厳しいが、沖合を北上する対馬暖流

の影響を受けて、夏に涼しく、冬に暖かい海洋性の温和な気候であるといえる。 

 

ウ．美保関町 

　本地域は、本市の東部、島根半島の東端に位置し、北部は日本海に面し、南部は中

海・境水道・美保湾に面している。また、東部は地蔵崎が日本海に突出し、美保湾の北
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辺を画定する岬となっており、島根半島北部の海岸線は大山隠岐国立公園に指定されて

いる。 

　本地域の地形は、東西に細長く、直線距離で東西19.5㎞、南北は最長6.25㎞、面積は

55.41㎢である。 

　島根半島の脊りょう・北山山系の東端部にも当たる本地域は、東西を走る分水嶺を骨

格とした山の多い地形となっており、山地が約8割を占め、島根半島内の地域でも平地部

の割合は最も少ない。この分水嶺から南北へ川が発しているが、4㎞以上の長さの河川は

一本もなく、短く急流で、直接海に注いでいる。 

　気候は、日本海を渡る冬季の北西からの季節風は厳しいが、沖合を北上する対馬暖流

の影響を受けて、夏に涼しく、冬に暖かい海洋性の温和な気候であるといえる。 

 

②　歴史的条件 

ア．鹿島町 

　本地域は、古代より深い歴史をたたえて発展してきた。遠く国引き神話にも狭田の国

が見え、佐太講武貝塚や志谷奥遺跡など、その名が広く知られている遺跡も多い。「出

雲国風土記」には恵曇郷・佐太御子社・神名火山等々の記述がある。古代以来、人々は

農漁業を中心に暮らしを営み、佐太大神の信仰を守り、豊かな歴史を育んできた。 

 

イ．島根町 

　本地域は、「出雲国風土記」に加賀郷の一部（大芦、加賀）と、千酌駅に属する野波

と合した地域と記され、古い土地柄である。また、鎌倉時代の記録では隠岐に流されて

いた後醍醐天皇の漂着の地でもあり、歴史の古さも知ることができる。 

　日本海を活用した漁業が古くから発展した地域であり、魚類、貝類、海藻類が採られ

ていた。近世には松江藩の藩港であった加賀港は、これら地元で生産する俵物の積み出

し港として、また、他地域の輸送船の中継港として大いに栄えたとされている。 

 

ウ．美保関町 

　本地域は、古代・中世・近世と続く厚みのある歴史遺産を持ち、その伝統が今も息づ

いている歴史文化の町で、「出雲国風土記」に美保関の名が現われ、数多くの神話が残

っている。 

　古代から中世にかけて美保関港が隠岐航路の経由地、室町時代には日本海沿岸航路の

基地、また、近世には日本海西回りの航路の積出し港・風待ち港として繁栄してきた。

その他の集落も三方を海に囲まれた地理的条件を生かし、漁業を中心に成り立ってきた。 

 

③　社会的条件 

ア．鹿島町 

　本地域は、昭和31年3月3日に恵曇町、佐太村、講武村及び御津村の4町村が合併し、漁

業と農業を産業基盤として発展してきた。その後、平成17年3月31日、松江市、鹿島町、

島根町、美保関町、八雲村、玉湯町、宍道町及び八束町の8市町村の合併により、松江市

となった。 

　平成2年頃からは、若年層を中心とした人口減少が続き、平成27年までの25年間の人口

減少率が26.6％となり、また、平成27年時点での高齢者率は35.0％となった。 

　このため、令和3年4月1日から施行された「過疎地域の持続的発展の支援に関する特別

措置法」により、新規に一部過疎の指定を受けることになった。 
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イ．島根町 

　本地域は、昭和31年1月10日に町村合併法により島根村として発足し、昭和44年4月1日

に町制を実施、平成17年3月31日に松江市、鹿島町、島根町、美保関町、八雲村、玉湯町、

宍道町及び八束町の8市町村の合併により、松江市となった。 

　本地域の人口は、大芦、加賀2地区と野波地区で相拮抗するが、この間は標高250mの詰

坂峠の狭隘な山道が通ずるのみで、地域としての交流は遮られていた。 

　社会経済情勢の急激な変化により、昭和35年頃から若年層を中心とした人口減少が続

き、昭和45年4月24日から施行された最初の過疎法である「過疎地域対策緊急措置法」に

より、過疎地域の指定を受けることになった。指定を受けた後、漁港整備、加賀宿泊施

設、総合公園の整備、町営住宅の建設、町道のほか、農道や林道の整備、デイサービス

事業、学校給食センター整備事業、下水道整備など各種対策を積極的に進めたことから、

平成2年4月1日から施行された「過疎地域活性化特別措置法」では、過疎地域から脱却す

ることができた。しかし、令和3年4月1日から施行された「過疎地域の持続的発展の支援

に関する特別措置法」により、再び一部過疎の指定を受けることになった。 

 

ウ．美保関町 

　本地域は、昭和30年4月13日に美保関町、千酌村、片江村及び森山村の4町村の合併に

よって誕生し、町内集落は、22集落により構成される。その後、平成17年3月31日に松江

市、鹿島町、島根町、美保関町、八雲村、玉湯町、宍道町及び八束町の8市町村の合併に

より、松江市となった。 

　昭和30年の4町村による合併以来、漁業、観光を中心とした産業振興、生活関連道路を

はじめとする道路網の整備、簡易水道施設などの生活環境の整備、教育施設の整備拡充

を重点施策として町の振興を図ってきた。 

　しかし、社会経済情勢の急激な変化により、昭和35年頃から若年層を中心とした人口

減少が続き、昭和60年までの25年間の人口減少率が19.6％となり、また、昭和60年時点

での高齢者比率は16.3％となった。 

　このため、平成2年4月1日から施行された「過疎地域活性化特別措置法」により、新規

に過疎地域の指定を受けることになった。指定を受けて策定した「過疎地域活性化計画」

のほか、平成4年、平成13年にそれぞれ策定した第三次・第四次美保関町総合振興計画の

もと、統合中学校の開校、メテオプラザ建設、高齢者生活福祉センター整備などの大型

プロジェクト事業の実施、医師の確保対策による地域医療の充実、特別養護老人ホーム

の誘致、保育所・小学校再編成計画による少子化の中での教育環境の充実、下水道整備

など各種対策を積極的に進めてきた。 

　平成17年の合併以降は、下水道の整備普及、市道改良、防災拠点の整備のほか、基幹

産業である水産業の資源維持・増大を図るための漁場整備、地域資源を生かした観光振

興の取組などを行ってきた。これまでの各種対策により基礎的な条件整備は進んできた

ものの、本地域では依然として若年層の減少等による過疎化、高齢化が進んでおり、令

和3年4月1日から施行された「過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法」により、

引き続き一部過疎の指定を受けることになった。 
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④　経済的条件 

ア．鹿島町 

　本地域の経済活動の基盤となる産業は、水産業と農業である。 

　水産業では、本地域には恵曇漁港、恵曇（手結）漁港、恵曇（片句）漁港及び御津漁

港の4漁港で漁業を営んでいる。恵曇漁港は第3種漁港であり、手結漁港と片句漁港は恵

曇漁港の分港である。また、御津漁港は第2種漁港である。第1種漁港は本地域内にはな

い。 

　恵曇漁港は、佐陀川の河口に開けた漁港で、その歴史は古く、天明年間（1781～1788

年）に松江藩が宍道湖と日本海を結ぶ佐陀川運河を開削して、藩都松江への海上輸送の

路を開き、盛んに船舶が往来するようになったことから港の価値が高まった。恵曇漁港

では、底曳網漁業を中心に定置網や釣漁業、採貝藻漁業が行われている。 

　御津漁港は、湾口が北西に開き、冬には季節風を直接受けることから、昭和46年1月の

風浪により漁船の約60％が被災するなど、過去から幾度となく漁船が被害を受けている。

御津漁港を中心とする付近の海岸は、ほとんどが岩礁地帯であり、特産のイワノリやア

ワビ、サザエ、海藻類に恵まれ、磯漁業が盛んである。 

　近年は、良質なアワビの種苗が安定供給できることから、海面及び陸上養殖事業を行

っている。 

　農業も本地域の主要産業の一つであり、平坦部の多い講武、佐太地区を中心に古くか

ら営まれ、住民の暮らしを支えてきた。ただ、水田は湿地帯が多く、また、畑も山ろく

を開墾した段々畑が多く生産性の面では極めて不利な自然条件下におかれていた。こう

したことから、生産拡大、経営多角化のためには土地基盤の整備は必須であり、昭和40

年代から50年代にかけて土地基盤の整備を重点的に推進していった。 

 

イ．島根町 

　本地域の経済活動の基盤となる産業は、水産業と農業である。 

　水産業では、天然の良港が多く、沿岸漁業基地として恵まれ、また、漁場も定置網、

一本釣、採介藻漁業などにとって良好な海況が備わっている。計画的な漁港整備ととも

に、近年の漁獲量の減少により、獲る漁業からつくり・育てる漁業を取り入れ、水産資

源の保護も図るようになってきた。魚の鮮度・衛生管理については、殺菌冷海水装置を

導入し、漁獲物の殺菌洗浄や鮮度保持を行い、「安心・安全」で「高鮮度」な漁獲物の

提供を図っている。また、漁村の生活環境基盤の整備を図り、住み良い漁村集落づくり

を行うための漁業集落環境整備事業を昭和59年度から実施し、漁業集落の環境改善や後

継者確保対策の一貫としている。 

　農業も本地域の主要産業の一つであり、古くから米麦などの食糧の自給を確保した上

で、行商、日雇い、養蚕等で生計を立ててきた。 

　耕種農業は農地が急傾斜と利水等の悪条件に加えて、社会生活環境の変化、国の方針

による再度の稲作転換対策で田・畑は減少したが、昭和55年度よりほ場整備事業に着手

し、耕地の整備を行い農業の機械化、経営の効率化を図ってきた。 

　平成5年度には菌床きのこ工場が完成し、菌床シイタケの栽培に取り組み、また、イチ

ジクの生産にも力を入れ、地域の特産品として活性化に寄与するものと期待している。 
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ウ．美保関町 

　本地域の経済活動の基盤となる産業は、水産業と観光である。 

　水産業は、日本海、美保湾、境水道を東西に走る海岸線にある第2種漁港2港、第1種漁

港3港、地方港湾11港の計16の漁港・港湾で漁業を営んでいる。その主体となっている漁

業は、定置網漁業、小型底びき網漁業、一本釣り漁業、ワカメ養殖、採介藻漁業などで

ある。計画的な漁港整備とともに、近年の漁獲量の減少により、獲る漁業からつくり・

育てる漁業を取り入れ、天然の良港と良好な水質を利用して、アワビなどの種苗放流や、

マダイ、ヒラメなど高級魚の稚魚の放流などを行い、沿岸漁業資源の増殖を図るととも

に、漁業者の積極的な参画による資源管理を推進し、持続可能な漁場への転換を図って

いる。 

　観光も本地域の主要産業の一つであり、昭和38年4月に本地域から北部海岸地域が大山

隠岐国立公園に編入され、平成29年12月には、本地域を含む「島根半島・宍道湖中海ジ

オパーク」が日本ジオパークに認定された。 

　本地域への観光客は、ほとんど短期滞在型であり、高速交通時代の到来や、観光ニー

ズの個性化・多様化に加え、昨今の社会情勢から本地域の観光業を取り巻く環境は依然

として厳しい状況にある。 

 

⑵　人口及び産業の推移と動向 

①　人口の推移と動向 

　日本の総人口は、平成20年（2008年）をピークに減少局面に入った。本市の人口は、表1

－⑴に示されるように、全国の推移よりも早く平成17年（2005年）の国勢調査で減少に転

じている。 

　国立社会保障・人口問題研究所の推計によれば、本市の人口がこのまま減少を続けると、

2060年には15万5千人まで減少する。 

　こうしたことから、本市では、人口減少の抑制と持続可能なまちづくりに向け、平成27

年10月に第1期計画となる「松江市まち・ひと・しごと創生人口ビジョン、第1次総合戦略」

を策定した。また、平成29年3月には「松江市総合計画（2017-2021）」、令和2年2月には

「松江市まち・ひと・しごと創生人口ビジョン、第2次総合戦略」を策定し、人口の減少を

和らげ、将来にわたって人口が安定的に推移する持続可能で均衡な年齢構成に向け、2060

年に約18万人の確保をめざした「人口ビジョン」（表1－⑵）を定め、人口減少対策に取り

組んでいる。 

　今後、一層の人口減少を背景とした高齢社会の進展の中で、一人暮らしや夫婦のみの高

齢者世帯が更に増加することは明らかである。高齢者が長年住み慣れた地域で、安心して

暮らせるような総合的な高齢者支援対策の充実に努めるとともに、一部過疎地域の活性化

と持続的発展を図るためには、若者の定住が必要不可欠であることから、受け皿としての

魅力ある雇用の場の確保、交通網の整備、生活環境の整備等の諸施策を講じ、人口減少の

抑止と維持に向けて努力していかなければならない。 

 

ア．鹿島町 

　本地域の人口は、表1－⑶に示されるように、昭和50年国勢調査の9,184人から平成17

年には7,991人と、この30年間に1,193人減り13.0％の減少率となった。平成27年国勢調
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査では6,763人で、昭和50年と比較して2,421人減り26.4％の減少率となり、また、平成

17年と比較しても1,228人減り15.4％の減少率となっており、人口減少が続いている状況

である。 

　人口構成については、表1-⑶に示されるように、平成17年国勢調査では65歳以上の人

口比率が29.1％を占めるようになった。さらに、平成27年国勢調査では、高齢者比率が

5.9ポイント増加し35.0％という高い数値となっている。 

　一方、15歳から29歳までの若年者比率は、平成17年と平成27年を比較すると、2.2ポイ

ント減少し13.1％となっており、若年層の減少による過疎化と高齢化が進行している状

況となっている。 

 

イ．島根町 

　本地域の人口は、表1－⑷に示されるように、昭和50年国勢調査の4,831人から平成17

年には4,174人と、この30年間に657人減り13.6％の減少率となり、また、平成27年国勢

調査では3,415人で、平成17年と比較しても759人減り18.2％の減少率となっており、人

口減少が続いている状況である。 

　人口構成については、表1－⑷に示されるように、平成17年国勢調査では65歳以上の人

口比率が33.2％を占めるようになった。さらに、平成27年国勢調査では、高齢者比率が

6.5ポイント増加し39.7％という高い数値となっている。 

　一方、15歳から29歳までの若年者比率は、平成17年と平成27年を比較すると、4.6ポイ

ント減少し9.3％となっており、若年層の減少による過疎化と高齢化が進行している状況

となっている。 

 

ウ．美保関町 

　本地域の人口は、表1－⑸に示されるように、昭和50年国勢調査の8,581人から平成17

年には6,280人と、この30年間に2,301人減り26.8％の減少率となった。平成27年国勢調

査でも5,092人で、昭和50年と比較して3,489人減り40.7％の減少率となっている。また、

平成17年と比較しても1,188人減り18.9％の減少率となっており、人口減少が続いている

状況である。 

　人口構成については、表1-⑸に示されるように、平成17年国勢調査では65歳以上の人

口比率が32.8％を占めるようになった。さらに、平成27年国勢調査では、高齢者比率が

8.9ポイントも増加し41.7％という高い数値となっている。 

　一方、15歳から29歳までの若年者比率は、平成17年と平成27年を比較すると、3.7ポイ

ント減少し9.8％となっており、若年層の減少による過疎化と高齢化が急速に進行してい

る状況となっている。 

 

②　産業の推移と動向 

　産業の推移を見てみると、一部過疎地域の第一次産業の就業比率は引き続き低下してい

るが、これは漁業従事者などの他産業への転業と後継者不足によるものと考えられ、高齢

者の増加が進行する中での就業者数の減少とともに、この傾向は今後も続くものと思われ

る。また、公共事業費の削減等、地域の経済環境は依然として厳しく、建設業や製造業な

どの第二次産業についても減少が続いている。 
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　第三次産業については、そのウェートが年々高まりつつあるが、社会の高度化、価値観

の多様化による新たなサービス需要が必要とされる時代に対応し、引き続きこの産業への

就業比率が高くなることが予想される。 

 

ア．鹿島町 

　本地域の就業人口割合は、表1-⑺に示されるように、平成27年には第一次産業7.9％、

第二次産業22.3％、第三次産業64.9％、就業者総数は3,535人となっている。 

　これを10年前の平成17年と比較して見ると、第一次産業で3.2ポイント、第二次産業で

4.1ポイントそれぞれ減少しているが、一方で第三次産業では2.4ポイントの増となって

いる。また、就業者総数は510人減り12.6％の減少率となっている。 

 

イ．島根町 

　本地域の就業人口割合は、表1-⑻に示されるように、平成27年には第一次産業9.0％、

第二次産業23.7％、第三次産業62.0％、就業者総数は1,581人となっている。 

　これを10年前の平成17年と比較して見ると、第一次産業で5.7ポイント、第二次産業で

6.9ポイントそれぞれ減少しているが、一方で第三次産業では7.3ポイントの増となって

いる。また、就業者総数は388人減り19.7％の減少率となっている。 

 

ウ．美保関町 

　本地域の就業人口割合は、表1-⑼に示されるように、平成27年には第一次産業11.4％、

第二次産業22.3％、第三次産業62.4％、就業者総数は2,399人となっている。 

　これを10年前の平成17年と比較して見ると、第一次産業で3.9ポイント、第二次産業で

6.1ポイントそれぞれ減少しているが、一方で第三次産業では6.5ポイントの増となって

いる。また、就業者総数は610人減り20.3％の減少率となっている。 
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表1－⑴　人口の推移（国勢調査　松江市全体） 

 

 注）平成22年以前は、合併前の旧市町村の合算。 

 

表1－⑵　人口の見通し（松江市人口ビジョン） 

（出典：松江市まち・ひと・しごと創生《人口ビジョン》《第2次総合戦略》） 

 

 
区　　 分

昭和 50 年 昭和 55 年 昭和 60 年 平成 2年 平成 7年

 実　数 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率

 
総　　 数

人 
184,157

人 
194,173

％ 
5.4 

人 
201,026

％ 
3.5

人 
203,298

％ 
1.1

人 
206,718

％ 
1.7

 
 0 歳～14 歳

41,909 43,221 3.1 42,264 △2.2 37,898 △10.3 34,636 △8.6

 
15 歳～64 歳

124,339 130,246 4.8 134,942 3.6 136,107 0.9 136,879 0.6

  うち 
15 歳～29 歳(a) 43,394 40,259 △7.2 39,008 △3.1 39,925 2.4 40,900 2.4

 
65 歳以上(b)

17,892 20,652 15.4 23,814 15.3 28,719 20.6 35,161 22.4

 (a)/総数 
若年者比率

％ 
23.6

％ 
20.7

 
－

％ 
19.4

 
－

％ 
19.6

 
－

％ 
19.8

 
－

 (b)/総数 
高齢者比率

％ 
9.7

％ 
10.6

 
－

％ 
11.8

 
－

％ 
14.1

 
－

％ 
17.0

 
－

 
区　　 分

平成 12 年 平成 17 年 平成 22 年 平成 27 年

 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率

 
総　　 数

人 
211,564

％ 
2.3

人

210,796

％ 
△0.4

人 
208,613

％ 
△1.0

人 
206,230

％ 
△1.1

 
 0 歳～14 歳

32,424 △6.4 29,704 △8.4 28,051 △5.6 26,384 △5.9

 
15 歳～64 歳

137,364 0.4 133,663 △2.7 126,906 △5.1 117,497 △7.4

  うち 
15 歳～29 歳(a) 41,412 1.3 36,623 △11.6 31,425 △14.2 28,951 △7.9

 
65 歳以上(b)

41,586 18.3 46,650 12.2 50,512 8.3 56,386 11.6

 (a)/総数 
若年者比率

％ 
19.6

 
－

％ 
17.4

 
－

％ 
15.1

 
－

％ 
14.0

 
－

 (b)/総数 
高齢者比率

％ 
19.7

 
－

％ 
22.1

 
－

％ 
24.2

 
－

％ 
27.3

 
－
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表1－⑶　人口の推移（国勢調査　松江市鹿島町） 

 

 

 

表1－⑷　人口の推移（国勢調査　松江市島根町） 

 

 

 

 
区　　 分

昭和 50 年 昭和 55 年 昭和 60 年 平成 2年 平成 7年

 実　数 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率

 
総　　 数

人 
9,184

人 
9,094

％ 
△1.0

人 
9,782

％ 
7.6

人 
9,216

％ 
△5.8

人 
8,820

％ 
△4.3 

 
0 歳～14 歳

2,103 1,933 △8.1 1,891 △2.2 1,732 △8.4 1,483 △14.4

 
15 歳～64 歳

6,052 6,011 △0.7 6,658 10.8 5,969 △10.3 5,559 △6.9

 うち 
15 歳～29 歳(a) 2,066 1,816 △12.1 1,870 3.0 1,555 △16.8 1,410 △9.3

 
65 歳以上(b)

1,029 1,150 11.8 1,233 7.2 1,515 22.9 1,778 17.4

 (a)/総数 
若年者比率

％ 
22.5

％ 
20.0

 
－

％ 
19.1

 
－

％ 
16.9

 
－

％ 
16.0

 
－

 (b)/総数 
高齢者比率

％ 
11.2

％ 
12.6

 
－

％ 
12.6

 
－

％ 
16.4

 
－

％ 
20.2

 
－

 
区　　 分

平成 12 年 平成 17 年 平成 22 年 平成 27 年

 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率

 
総　　 数

人 
8,414

％ 
△4.6

人 
7,991

％ 
△5.0

人 
7,761

％ 
△2.9

人 
6,763

％ 
△12.9

 
0 歳～14 歳

1,195 △19.4 904 △24.4 814 △10.0 677 △16.8

 
15 歳～64 歳

5,131 △7.7 4,763 △7.2 4,570 △4.1 3,678 △19.5

  うち 
15 歳～29 歳(a) 1,328 △5.8 1,220 △8.1 1,116 △8.5 884 △20.8

 
65 歳以上(b)

2,088 17.4 2,324 11.3 2,332 0.3 2,368 1.5

 (a)/総数 
若年者比率

％ 
15.8

 
－

％ 
15.3

 
－

％ 
14.4

 
－

％ 
13.1

 
－

 (b)/総数 
高齢者比率

％ 
24.8

 
－

％ 
29.1

 
－

％ 
30.0

 
－

％ 
35.0

 
－

 
区　　 分

昭和 50 年 昭和 55 年 昭和 60 年 平成 2年 平成 7年

 実　数 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率

 
総　　 数

人 
4,831

人 
4,982

％ 
3.1

人 
5,054

％ 
1.4

人 
4,953

％ 
△2.0

人 
4,824

％ 
△2.6

 
0 歳～14 歳

932 969 4.0 978 0.9 882 △9.8 724 △17.9

 
15 歳～64 歳

3,193 3,256 2.0 3,220 △1.1 3,043 △5.5 2,865 △5.8

 うち 
15 歳～29 歳(a) 872 874 0.2 762 △12.8 700 △8.1 757 8.1

 
65 歳以上(b)

706 757 7.2 856 13.1 1,028 20.1 1,235 20.1

 (a)/総数 
若年者比率

％ 
18.1

％ 
17.5

 
－

％ 
15.1

 
－

％ 
14.1

 
－

％ 
15.7

 
－

 (b)/総数 
高齢者比率

％ 
14.6

％ 
15.2

 
－

％ 
16.9

 
－

％ 
20.8

 
－

％ 
25.6

 
－
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表1－⑸　人口の推移（国勢調査　松江市美保関町） 

 

 

 

 
区　　 分

平成 12 年 平成 17 年 平成 22 年 平成 27 年

 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率

 
総　　 数

人 
4,447

％ 
△7.8

人 
4,174

％ 
△6.1

人 
3,741

％ 
△10.4

人 
3,415

％ 
△8.7

 
0 歳～14 歳

556 △23.2 444 △20.1 365 △17.8 328 △10.1

 
15 歳～64 歳

2,540 △11.3 2,343 △7.8 2,034 △13.2 1,718 △15.5

  うち 
15 歳～29 歳(a) 649 △14.3 582 △10.3 443 △23.9 319 △28.0

 
65 歳以上(b)

1,351 9.4 1,387 2.7 1,342 △3.2 1,356 1.0

 (a)/総数 
若年者比率

％ 
14.6

 
－

％ 
13.9

 
－

％ 
11.8

 
－

％ 
9.3

 
－

 (b)/総数 
高齢者比率

％ 
30.4

 
－

％ 
33.2

 
－

％ 
35.9

 
－

％ 
39.7

 
－

 
区　　 分

昭和 50 年 昭和 55 年 昭和 60 年 平成 2年 平成 7年

 実　数 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率

 
総　　 数

人 
8,581

人 
8,484

％ 
△1.1

人 
8,208

％ 
△3.3 

人 
7,788

％ 
△5.1

人 
7,290

％ 
△6.4

 
0 歳～14 歳

1,795 1,662 △7.4 1,471 △11.5 1,317 △10.5 1,068 △18.9

 
15 歳～64 歳

5,640 5,606 △0.6 5,399 △3.7 4,931 △8.7 4,489 △9.0

 うち 
15 歳～29 歳(a) 1,801 1,647 △8.6 1,451 △11.9 1,231 △15.2 1,103 △10.4

 
65 歳以上(b)

1,146 1,216 6.1 1,338 10.0 1,538 14.9 1,733 12.7

 (a)/総数 
若年者比率

％ 
21.0

％ 
19.4

 
－

％ 
17.7

 
－

％ 
15.8

 
－

％ 
15.1

 
－

 (b)/総数 
高齢者比率

％ 
13.4

％ 
14.3

 
－

％ 
16.3

 
－

％ 
19.7

 
－

％ 
23.8

 
－

 
区　　 分

平成 12 年 平成 17 年 平成 22 年 平成 27 年

 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率

 
総　　 数

人 
6,781

％ 
△7.0

人 
6,280

％ 
△7.4

人 
5,671

％ 
△9.7

人 
5,092

％ 
△10.2

 
0 歳～14 歳

838 △21.5 659 △21.4 509 △22.8 440 △13.6

 
15 歳～64 歳

4,008 △10.7 3,559 △11.2 3,061 △14.0 2,507 △18.1

  うち 
15 歳～29 歳(a) 1,009 △8.5 850 △15.8 657 △22.7 500 △23.9

 
65 歳以上(b)

1,935 11.7 2,062 6.6 2,097 1.7 2,122 1.2

 (a)/総数 
若年者比率

％ 
14.9

 
－

％ 
13.5

 
－

％ 
11.6

 
－

％ 
9.8

 
－

 (b)/総数 
高齢者比率

％ 
28.5

 
－

％ 
32.8

 
－

％ 
37.0

 
－

％ 
41.7

 
－
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表1－⑹　産業別人口の動向（国勢調査　松江市全体） 

 

注）平成22年以前は、合併前の旧市町村の合算。 

 

表1－⑺　産業別人口の動向（国勢調査　松江市鹿島町） 

 

 

 
区　　分

昭和50年 昭和55年 昭和60年 平成2年 平成7年

 実　数 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率

 
就業者総数

人 
92,237

人 
96,942

％ 
5.1

人 
99,441

％ 
2.6

人 
101,441

％ 
2.0

人 
106,344

％ 
4.8

 第一次産業 
就業人口比率

％ 
18.8

％ 
14.9

 
－

％ 
12.4

 
－

％ 
9.5

 
－

％ 
8.1

 
－

 第二次産業 
就業人口比率

％ 
22.6

％ 
23.3

 
－

％ 
23.7

 
－

％ 
24.3

 
－

％ 
23.7

 
－

 第三次産業 
就業人口比率

％ 
58.4

％ 
61.8

 
－

％ 
63.9

 
－

％ 
66.0

 
－

％ 
68.0

 
－

 
区　　分

平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率

 
就業者総数

人 
107,118

％ 
0.7

人 
102,983

％ 
△3.9

人 
99,872

％ 
△3.0

人 
99,987

％ 
0.1

 第一次産業 
就業人口比率

％ 
6.2

 
－

％ 
5.7

 
－

％ 
4.4

 
－

％ 
3.8

 
－

 第二次産業 
就業人口比率

％ 
22.8

 
－

％ 
20.0

 
－

％ 
18.7

 
－

％ 
17.6

 
－

 第三次産業 
就業人口比率

％ 
70.5

 
－

％ 
73.2

 
－

％ 
73.4

 
－

％ 
75.0

 
－

 
区　　分

昭和50年 昭和55年 昭和60年 平成2年 平成7年

 実　数 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率

 
就業者総数

人 
4,828

人 
4,925

％ 
2.0

人 
5,422

％ 
10.1

人 
4,853

％ 
△10.5

人 
4,813

％ 
△0.8

 第一次産業 
就業人口比率

％ 
33.9

％ 
27.7

 
－

％ 
21.2

 
－

％ 
19.0

 
－

％ 
16.3

 
－

 第二次産業 
就業人口比率

％ 
21.9

％ 
24.6

 
－

％ 
33.3

 
－

％ 
29.1

 
－

％ 
29.7

 
－

 第三次産業 
就業人口比率

％ 
44.1

％ 
47.7

 
－

％ 
45.5

 
－

％ 
51.9

 
－

％ 
54.0

 
－

 
区　　分

平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率

 
就業者総数

人 
4,413

％ 
△8.3

人 
4,045

％ 
△8.3

人 
4,119

％ 
1.8

人 
3,535

％ 
△14.2

 第一次産業 
就業人口比率

％ 
13.6

 
－

％ 
11.1

 
－

％ 
7.9

 
－

％ 
7.9

 
－

 第二次産業 
就業人口比率

％ 
27.5

 
－

％ 
26.4

 
－

％ 
26.4

 
－

％ 
22.3

 
－

 第三次産業 
就業人口比率

％ 
58.9

 
－

％ 
62.5

 
－

％ 
60.0

 
－

％ 
64.9

 
－
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表1－⑻　産業別人口の動向（国勢調査　松江市島根町） 

 

 

 

表1－⑼　産業別人口の動向（国勢調査　松江市美保関町） 

 

 
区　　分

昭和50年 昭和55年 昭和60年 平成2年 平成7年

 実　数 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率

 
就業者総数

人 
2,615

人 
2,687

％ 
2.8

人 
2,588

％ 
△3.7

人 
2,464

％ 
△4.8

人 
2,416

％ 
△1.9

 第一次産業 
就業人口比率

％ 
35.6

％ 
29.0

 
－

％ 
26.0

 
－

％ 
22.1

 
－

％ 
18.9

 
－

 第二次産業 
就業人口比率

％ 
28.1

％ 
32.0

 
－

％ 
32.9

 
－

％ 
35.1

 
－

％ 
32.5

 
－

 第三次産業 
就業人口比率

％ 
36.2

％ 
39.0

 
－

％ 
41.0

 
－

％ 
42.8

 
－

％ 
48.6

 
－

 
区　　分

平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率

 
就業者総数

人 
2,104

％ 
△12.9

人 
1,969

％ 
△6.4

人 
1,786

％ 
△9.3

人 
1,581

％ 
△11.5

 第一次産業 
就業人口比率

％ 
15.4

 
－

％ 
14.7

 
－

％ 
11.0

 
－

％ 
9.0

 
－

 第二次産業 
就業人口比率

％ 
31.9

 
－

％ 
30.6

 
－

％ 
25.4

 
－

％ 
23.7

 
－

 第三次産業 
就業人口比率

％ 
52.6

 
－

％ 
54.7

 
－

％ 
54.5

 
－

％ 
62.0

 
－

 
区　　分

昭和50年 昭和55年 昭和60年 平成2年 平成7年

 実　数 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率

 
就業者総数

人 
4,433

人 
4,287

％ 
△3.3

人 
4,140

％ 
△3.4

人 
3,822

％ 
△7.7

人 
3,639

％ 
△4.8

 第一次産業 
就業人口比率

％ 
33.8

％ 
28.7

 
－

％ 
25.0

 
－

％ 
20.4

 
－

％ 
19.1

 
－

 第二次産業 
就業人口比率

％ 
28.2

％ 
28.9

 
－

％ 
31.5

 
－

％ 
33.2

 
－

％ 
33.3

 
－

 第三次産業 
就業人口比率

％ 
38.0

％ 
42.4

 
－

％ 
43.5

 
－

％ 
46.4

 
－

％ 
47.6

 
－

 
区　　分

平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率

 
就業者総数

人 
3,361

％ 
△7.6

人 
3,009

％ 
△10.5

人 
2,649

％ 
△12.0

人 
2,399

％ 
△9.4

 第一次産業 
就業人口比率

％ 
16.3

 
－

％ 
15.3

 
－

％ 
12.0

 
－

％ 
11.4

 
－

 第二次産業 
就業人口比率

％ 
31.8

 
－

％ 
28.4

 
－

％ 
24.8

 
－

％ 
22.3

 
－

 第三次産業 
就業人口比率

％ 
51.7

 
－

％ 
55.9

 
－

％ 
56.9

 
－

％ 
62.4

 
－
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⑶　行財政の状況 

①　行政の状況 

　松江市は、平成17年及び平成23年の市町村合併により人口20万人を超える山陰最大の都

市となり、平成24年4月には特例市となることで自治体としての機能を高めた。 

　さらに、平成30年4月には特例市から中核市へ移行し、中海・宍道湖・大山圏域の拠点都

市として圏域全体を牽引している。 

　しかしながら一方で、国全体での長期的な人口減少と高齢化が避けられず、これまで以

上に行政需要が高度化・多様化・複雑化していくことが想定され、基礎自治体である市町

村に求められる役割は一層増していくものと考えられる。 

　ここで重要となるのは、本市の将来を見据えた堅実な体力づくりである。財政健全化の

取組はもとより、行財政改革を通じ必要な財源を自ら生み出し、総合戦略に掲げる本市独

自の特色ある取組を実践することで、大都市への若者の流出による人口の社会減の流れを

変えていく必要がある。 

　加えて、社会経済情勢が目まぐるしく変化していく中にあっても、これまでどおり住民

の福祉を維持していくためには、限られた資源の配分を市民と共に考え、豊かな発想で最

も松江に相応しい選択を行うとともに、市民と行政が手を取り合ってきめ細やかな公共サ

ービスを提供していく「共創」の精神が求められる。 

　 

②　財政の状況 

本市の財政状況は、歳出決算額としては令和元年度決算で約 1,003億円であり、

中核市の中で比較すると、財政規模は小さいが、人口一人当たりの歳出額は多くな

っている。  

歳入の面では、歳入総額約1,020億円のうち、一般財源の総額が約563億円。その

中でも市税が約292億円、地方交付税が約219億円をそれぞれ占めている。令和元年

度における財政力指数は0.58であり、全国市町村平均を上回るものの、中核市平均

0.80よりも低い状態になっており、一般財源収入は地方交付税に依存した財政運営

となっている。  

歳 出 面 の 特 徴 と し て は 、 経 常 収 支 比 率 は 、 全 国 市 町 村 平 均 93.6％ 、 中 核 市 平 均

92.8％に対し、本市は90.3％とやや低い状況ではあるが、実質公債費比率が12.5％、

将来負担比率が83.6％であり、ともに中核市平均や全国市町村平均を大きく上回っ

ており、公債費負担の大きさが課題となっている。これは、遅れていたインフラ整

備を地方債を財源に積極的に実施したことなどに原因がある。  

　市町村合併後は、一部過疎地域を含め、合併により一定程度財政基盤の強化が図

られ、市全体で行財政改革の取組を進めている。財政面では、毎年度、財政運営の

指針とするため中期的な財政見通しを策定し、普通建設事業を中心に事業を精査し、

地方債の発行抑制や積極的な繰上償還を行った結果、実質公債費比率、将来負担比

率は減少してきている。しかし、全国的に見れば依然として高い比率となっており、

市町村合併の特例措置である地方交付税の合併算定替が令和 3年度で終了する中で、

増加し続ける社会保障関係費に対応しながら持続可能な財政運営を行い、地域発展

を図るためには、有利な財源など各種制度を有効に活用するとともに、行財政改革

を更に進め、効率的かつ効果的に事業を展開していく必要がある。  
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表2－⑴　市財政の状況　（松江市）　　　　　　　（単位：千円） 

 

 
区    分 平成22年度 平成27年度 令和元年度

 

歳入総額　Ａ 

　一般財源 

　国庫支出金 

　都道府県支出金 

　地方債 

　　うち過疎債 

　その他 

歳出総額　Ｂ 

　義務的経費 

　投資的経費 

　　うち普通建設事業 

　その他 

　　うち過疎対策事業費 

歳入歳出差引額　Ｃ(Ａ-Ｂ） 

翌年度へ繰越すべき財源　Ｄ 

実質収支Ｃ－Ｄ

103,892,975 

52,140,296 

19,561,873 

5,961,585 

13,988,210 

78,700 

12,241,011 

102,846,890 

47,140,665 

22,849,851 

22,805,171 

32,856,374 

817,001 

1,046,085 

389,569 

656,516

102,813,799 

57,337,897 

15,644,125 

6,369,839 

11,517,000 

149,700 

11,944,938 

101,711,522 

51,817,960 

12,840,786 

12,648,699 

37,152,776 

680,063 

1,102,277 

150,571 

951,706

102,009,122 

56,299,382 

17,963,887 

6,915,830 

9,808,600 

195,200 

11,021,423 

100,297,785 

51,823,438 

11,176,397 

11,072,596 

37,297,950 

764,001 

1,711,337 

180,070 

1,531,267

 

　財政力指数 

　実質公債費比率 

　経常収支比率 

　将来負担比率 

地方債現在高

0.566 

18.5 

88.9 

198.7 

135,195,811

0.569 

15.4 

89.2 

128.8 

124,755,539

0.577 

12.5 

90.3 

83.6 

109,127,641
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表2－⑵　主要公共施設等の整備状況 

 

 区　分 昭和55年度末 平成 2年度末 平成12年度末 平成22年度末 令和元年度末

 

松 
江 
市 
全 
体

市町村道 

　　改良率（％） 

　　舗装率（％） 

耕地１ha当たり農道延長(ｍ) 

林野１ha当たり林道延長(ｍ) 

水道普及率（％） 

水洗化率（％） 

人口千人当たり病院、診療所の病床数

（床）

 

18.1 

25.9 

67.5 

3.9 

89.0 

－ 

 

15.86

 

38.0 

58.6 

31.5 

4.4 

97.9 

26.4 

 

18.76

 

48.4 

71.5 

35.2 

4.8 

97.8 

69.6 

 

17.95

 

53.6 

74.4 

15.6 

4.1 

98.7 

91.5 

 

18.48

 

55.6 

75.1 

20.7 

4.5 

98.8 

93.9 

 

14.93

 

鹿

島

町

市町村道 

　　改良率（％） 

　　舗装率（％） 

耕地１ha当たり農道延長(ｍ) 

林野１ha当たり林道延長(ｍ) 

水道普及率（％） 

水洗化率（％） 

人口千人当たり病院、診療所の病床数

（床）

 

－ 

－ 

－ 

－ 

94.6 

－ 

 

－

 

－ 

－ 

－ 

－ 

96.8 

22.8 

 

－

 

－ 

－ 

－ 

－ 

99.2 

86.8 

 

19.1

 

－ 

－ 

－ 

－ 

100.0 

95.6 

 

23.6

 

60.3 

86.6 

－ 

7.0 

100.0 

97.0 

 

28.1

 

島

根

町

市町村道 

　　改良率（％） 

　　舗装率（％） 

耕地１ha当たり農道延長(ｍ) 

林野１ha当たり林道延長(ｍ) 

水道普及率（％） 

水洗化率（％） 

人口千人当たり病院、診療所の病床数

（床）

 

－ 

－ 

－ 

－ 

79.5 

－ 

 

－

 

－ 

－ 

－ 

－ 

99.2 

－ 

 

－

 

－ 

　－　

－ 

－ 

99.5 

69.9 

 

－

 

－ 

－ 

－ 

－ 

99.6 

99.4 

 

－

 

56.7 

92.8 

－ 

4.4 

99.6 

99.9 

 

－

 

美

保

関

町

市町村道 

　　改良率（％） 

　　舗装率（％） 

耕地１ha当たり農道延長(ｍ) 

林野１ha当たり林道延長(ｍ) 

水道普及率（％） 

水洗化率（％） 

人口千人当たり病院、診療所の病床数

（床）

 

44.7 

51.7 

16.0 

2.7 

88.2 

－ 

 

－

 

53.5 

79.9 

17.8 

2.4 

89.9 

－ 

 

－

 

55.4 

79.7 

21.5 

3.0 

98.9 

20.7 

 

－

 

57.8 

81.2 

107.4 

3.9 

100.0 

71.9 

 

－

 

57.8 

81.7 

- 

3.9 

100.0 

78.0 

 

－
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⑷　地域の持続的発展の基本方針 

我が国の人口は、2008年（平成20年）をピークに減少に転じ、出生数の長期的な減少とと

もに、地方から都市圏への若い世代の流出が、全国地方都市の共通した課題となっている。 

本市においても、少子高齢化などに伴う人口減少は、旧町村のみならず、旧市の郊外部も

含め、全市域において同様の問題となっている。 

　本市では、人口減少の抑制と持続可能なまちづくりに向け、平成27年10月に第1期計画とな

る「松江市まち・ひと・しごと創生人口ビジョン、第1次総合戦略」、平成29年3月には「松

江市総合計画（2017-2021）」、令和2年2月には「松江市まち・ひと・しごと創生人口ビジョ

ン、第2次総合戦略」を策定し、「選ばれるまち　松江」の実現を目指し、地方創生に取り組

んできた。しかし、本市の人口は、令和3年3月末時点において、旧東出雲町との合併後初め

て20万人を割り込んだことから、市内中心部のみならず、周辺部や旧町村にも光を当て、そ

れぞれの地域の特性に応じて、子育て環境・教育、医療・福祉の充実や、農業・漁業の振興

など、市域内でのバランスの取れた発展の実現を目指す必要がある。 

こうした中、令和3年4月1日から施行された「過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措

置法」により、本市の過疎地域は、美保関町に加え、鹿島町と島根町が新たに指定され、県

内で唯一過疎地域が広がったところである。 

　一部過疎地域は、日本ジオパークに認定されている「島根半島・宍道湖中海ジオパーク」

や「大山隠岐国立公園」に指定されるなど、固有の自然や歴史・文化を有している。 

　新型コロナウイルス感染症（以下「新型コロナ」という。）の影響により、働き方の変化

や暮らしにおける価値観の多様化によって、過疎地域の魅力が再評価されていることから、

交流人口・移住人口の創出や個性豊かな産業の魅力化などを目指して取組を推進していく。 

　また、各地域の資源を生かした地域独自の取組を進めるとともに、条件不利を補い、少な

い人口で地域社会を維持・発展させるための有効な手段として期待されるICTなどを活用する

ことで、地域内交通移動手段の確保や人材育成など、一部過疎地域の連携した取組を推進し

ていく。 

　加えて、近年、全国において、大雨、台風などによる災害が局地化・激甚化し、さらには、

大規模な地震への対策や備えが求められるなど、従来にも増して「災害に強いまちづくり」 

が重要となっている。また、一部過疎地域には原子力発電所が立地しているため、大規模災

害に備え、「松江市国土強靭化地域計画」に基づき、安心・安全な生活環境の実現を図る必

要がある。 

　 

　このような基本認識の下、住民自らが暮らしやすく、将来も住み続けることができるまち

を目指して、各種施策を総合的かつ計画的に展開することにより、一部過疎地域の持続的発

展を図るものとする。 
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■　基本目標と主な取組 

①　安全・安心で暮らしやすい地域づくり 

○ 少子高齢化の中、乳幼児から高齢者まで安心して誰もが暮らせる環境づくり 

○ 交通体系、買い物、医療体制、ICT等を活用した行政サービスなど、生活環境の充実 

○ 災害に強いまちづくり 

 

②　魅力的な地域づくりによる交流人口・移住人口の創出 

○ 地域の特徴を生かした、テレワークやワーケーションの推進 

○ 移住・定住に繋がる関係人口の受け皿づくり 

○ 都市部との繋がり創出 

 

③　地域資源を最大限活用した個性豊かな産業の魅力化 

○ 若者の志向に合致した就職機会の創出 

○ 農林水産業など、強みを生かした新たな地域産業の魅力化 

○ 地域の魅力に磨きをかけ、観光業による賑わいや交流人口の創出 

○ 豊かな自然、伝統文化や文化芸術の継承 

 

④　共創・協働で取り組む地域づくり 

○ 住民主体で議論し、地域の課題解決策の立案、実践 

○ 地域づくりで取り組む人材育成 

○ 子育て世代が行事に参加する地域づくり 

 

⑸　地域の持続的発展のための基本目標 

　　⑷に示した基本方針に基づき、過疎脱却のため、令和7年度に以下の目標を設定する。 

※平成22年と平成27年の国勢調査の人口を基に、島根県中山間地域研究センターの人口推計シートにより算出。 

 

⑹　計画の達成状況の評価に関する事項 

　達成状況については、毎年度、「総合計画」との整合を図るため、外部委員会による検

証・評価を行う。また、一部過疎地域のまちづくり協議会や公民館などを通じて情報共有を

図る。 

 

⑺　計画期間 

　令和3年4月1日から令和8年3月31日までの5年間とする。 

 
評価指数

現在値 
（平成27年度）

目標値 
（令和7年度）

 
人口 

一部過疎地域 

（鹿島町、島根町、美保関町）

15,270人  

・鹿島町　 ・島根町　・美保関町 

（6,763人）（3,415人）（5,092人）

14,649人  

・鹿島町   ・島根町  ・美保関町 

（6,452人）（3,309人）（4,888人）

将来ビジョン  

豊かな自然や歴史・文化を有する一部過疎地域の魅力を生かし、  

　住民自らが暮らしやすく、将来も住み続けることができるまち
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⑻　公共施設等総合管理計画との整合 

　本市は、平成17年以降9つの自治体が合併し誕生したが、いずれの自治体においても、高度

経済成長期以降、多くの公共施設を整備してきた。今後、公共施設の老朽化が進み、維持、

改修、更新などに多額の費用が必要となることが見込まれる。 

　一方で、人口減少や少子高齢化の進行に伴う施設需要の変化、地方交付税の削減や扶助費

の増加等に伴う厳しい財政事情など、公共施設を取り巻く環境が変化していくことから、中

長期的な展望のもと、適正な公共施設・インフラのあり方を示す「松江市公共施設適正化計

画」（平成28年3月）を策定し、令和3年2月からは改訂後の計画が適用されている。公共施設

適正化の目標は下記のとおりである。 

 

《公共施設適正化の3つの目標》 

　1　公共サービスを向上します 

　現在の公共サービスを見直して、市民目線に立ち、「まちづくり」に資するサービスを

提供します。 

 

2　市民の安全を守ります 

　災害時の避難施設としての役割も意識し、安全で安心できる、良質な建物を提供します。 

 

3　財政を健全にします 

　次の世代に負担を強いることの無いよう、財政負担の軽減と平準化を図ります。 

 

本計画においても、「松江市公共施設適正化計画」及び同計画の考えに基づき策定する各

個別施設計画との整合を図りながら、公共施設等の総合的かつ計画的な管理を推進する。 
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⑴　現況と問題点 

①　移住・定住・地域間交流の促進 

近年では、新型コロナの影響もあり、働き方の変化や暮らしにおける価値観の多様性か

ら、都市圏において地方への移住志向が高まりを見せている。 

本市の移住・定住対策としては、移住コンシェルジュを配置し、きめ細やかな相談・対

応を行うことで、確実な移住に繋げている。一部過疎地域への移住を希望される方は農業

や漁業への就業という明確な目的をもって来られる方が多い傾向にある。一方、移住者を

受け入れる地域側は、地域に溶け込んでくれる方を望んでおり、双方を丁寧に繋いでいく

必要がある。 

また、地元就職を促進するために、高校生や就活生に対して地元企業を知る機会を創出

しており、ファンクラブアプリで情報発信を行っているが、登録者数が伸び悩んでいる。 

地域間交流の促進については、地域に愛着を持つ人材や地域と関わりを持ちたい人材の

発掘・育成を図り、関係人口の創出を行っている。地域と関わりを持ちたいと思う人が増

えることで、地域活動の担い手となることが期待される。このような人と、長期的な関係

を保つためには、関わりを持ちたい人と受け入れる側のマッチングはもちろん、双方のギ

ャップを丁寧にフォローする必要がある。 

また、移住・定住・地域間交流の促進にあたっては、地域の自然、歴史、文化などの魅

力を様々な媒体を活用して発信していく必要がある。 

 

②　人材育成 

　本市では、地域おこし協力隊制度を導入しており、地域資源を活用した事業創出をミッ

ションとして、市内での事業創出や起業を行う産業人材を育成している。活動終了後を具

体的に見据えた事業の推進が求められており、それに向けた伴走型の支援が必要である。 

　また、人口減少社会における持続可能なまちづくりを目指し、29公民館区単位で、住民

や団体が主体となり、地域課題の解決や新たなまちづくりのアイデアをまとめた「地域版

まちづくり総合戦略」の策定を進めている。さらに、人口減少対策の取組の実践者には、

補助金を交付するなどの支援を行っており、これらの取組を通じ、地域の中心的なリーダ

ーの掘り起こしや人材育成を行う必要がある。 

 

⑵　その対策 

①　移住・定住・地域間交流の促進 

　移住・定住対策については、引き続き、U ターン・I ターンを考えておられる方などへの

情報発信を行うとともに、きめ細やかな相談・対応を行う。 

　地域間交流の促進については、地域の受け皿づくり及び関係案内所機能の構築を行う。

いずれも魅力的な情報発信が必要であり、ファンクラブアプリを活用しながら情報発信の

強化を図る。 

　また、中海・宍道湖・大山圏域の県境を越えた広域連携を推進し、産業・観光の発展に

よる移住・定住の魅力を向上させていく。 

 

 2　移住・定住・地域間交流の促進、人材育成
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②　人材育成 

　現役の地域おこし協力隊員に向けて、起業・創業に向けた研修体制の充実を図るととも

に、卒業した隊員についても、引き続き関わりながら、必要に応じて支援を行い、定住に

繋げる。 

持続可能な地域社会の形成のために、地域住民自らが地域の現状や課題、あるべき姿に

ついて話し合い、課題解決に向けた取組を展開するためのサポートを行う。具体的には、

「地域版まちづくり総合戦略」策定支援や、実際にまちづくりの実践に取り組む地域には、

関係課と連携した相談体制を構築し、補助金による支援も行いながら持続可能な地域づく

りを目指していく。 

 

⑶　事業計画（令和3年度～令和7年度） 

 

 

 
持続的発展施策区分

事業名 
（施設名） 事業内容 事業主体 備考

 １　移 住 ・定 住 ・地

域 間 交 流 の促

進 、人 材 育 成

⑴移住・定住
移住定住対策事業

松江市又は 
民間事業者等

 ⑷過疎地域持続的発展

特別事業 

移住・定住

地域版まちづくり総合戦略事業補助金

（鹿島）
松江市

 地域版まちづくり総合戦略事業補助金

（島根）
松江市

 地域版まちづくり総合戦略事業補助金

（美保関）
松江市

 
UIターン促進事業 松江市

 
移住支援事業 松江市

 
高校生地元就職支援事業 松江市

 
移住定住対策事業

松江市又は 
民間事業者等

 ⑷過疎地域持続的発展

特別事業 

地域間交流

関係人口創出事業 松江市

 
テレワーク・デイズMATSUE事業 松江市

 ⑷過疎地域持続的発展
特別事業 
人材育成

地域おこし協力隊事業 松江市
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⑴　現況と問題点 

①　農業 

ア．鹿島町 

　本地域の農業は、平野部を中心にほ場整備など農業生産基盤の整備が完了し、水稲

151ha、そば1ha、大豆7haが作付けされており、野菜ではアスパラガスなどが栽培されて

いる。地域内には市が所有する大豆乾燥調製施設が有り、地域内はもとより市内で生産

された大豆の乾燥調製を行っている。また、講武地区においては、平成2年に集落営農組

合（平成14年法人化）が結成され、水稲や大豆の生産を行うとともに地域内にある市が

所有する農業支援施設で生産された大豆を原料として味噌やクッキーなどの加工を行っ

ている。御津地区では、平成29年に民間企業参入により施設園芸が開始され、ミニトマ

トの栽培が行われている。 

　本地域の農業は、一定の生産基盤は充実しているものの、農業者の高齢化が進んでお

り、将来的な担い手の確保が課題である。また、イノシシ、ニホンジカ、アナグマなど

の野生鳥獣による農作物への被害は深刻である。 

 

イ．島根町 

本地域の農業は、平坦な農地と緩傾斜地帯の農地からなり農地は概ねほ場整備が完了

し、水稲29haが作付けされており、畑ではいちじく等の栽培が行われている。また、軽

労働で栽培できる菌床椎茸により地場産業の振興を図るべく、平成5年に大芦地区にきの

こ菌床工場が竣工。平成18年に島根菌床椎茸組合が設立され、現在も菌床ブロック、椎

茸の生産が行われている。 

本地域の農業は、農業者の高齢化が進んでおり、将来的な担い手の確保が課題である。　

また、イノシシ、ニホンジカ、アナグマなどの野生鳥獣による農作物への被害は深刻で

ある。 

 

ウ．美保関町 

本地域の農業は、水稲22ha、そば0.5haが栽培されており、営農の大部分を占める千酌

地区では、平成23年度に23haのほ場整備を行い、担い手として農事組合法人により水稲

17ha、そば0.4haが作付けされている。また、本地域では50年ほど前に温州みかんの栽培

が盛んであったが、近年は自家消費以外の栽培農家はいない状況である。このみかんを

復活させようと地元自治会や観光協会でつくる「美保関ゑびすみかん再生協議会」が平

成28年に設立され、栽培農家を増やすため、希望者へ苗木の斡旋や杢井地区をモデル地

区に選定し、みかんの苗木200～300本を植え付けている。今後は新たな特産として、地

域振興に繋げていく考えである。 

　本地域の農業は、農業者の高齢化が進んでおり、将来的な担い手の確保が課題である。

現在、千酌地区内の80％以上の農地を集積している農事組合法人においても同様の課題

がある。また、イノシシ、ニホンジカ、アナグマなどの野生鳥獣による農作物への被害

は深刻である。 

 

 3　産業の振興
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②　林業 

　一部過疎地域は、気候的、地質的にも樹木の成長に適し、特に黒松は海岸部の防風、防

砂及び景観保全の役割を果たしてきたが、松くい虫の被害により多くの松林が消滅し、枯

れ木の伐倒や植林など、これまで森林整備を実施してきた。また、松枯れ跡地が天然更新

している。 

　森林資源の現況をみると、所有形態はほとんど民有林である。人工林率は、県平均に比

較するとはるかに低い。 

　こうした中で、一部過疎地域では県内各地で進められている人工林を中心とした施業の

集約化等の取組は地域が限定されるが、国土保全、水源かん養等森林の持つ多面的機能の

発揮を図るため、森林経営計画の作成により長期的視点に立った森林管理を進めていく必

要がある。 

 

ア．鹿島町 

　本地域の森林面積は、2,014haで土地面積のおよそ69％を占めており、人工林率は、約

20％となっている。 

 

イ．島根町 

　本地域の森林面積は、3,110haで土地面積のおよそ83％を占めており、人工林率は、約

27％となっている。 

 

ウ．美保関町 

　本地域の森林面積は、4,286haで土地面積のおよそ77％を占めており、人工林率は、約

14％となっている。 

 

③　水産業 

　一部過疎地域の水産業は、海岸線に点在する第3種漁港1港、第2種漁港5港、第1種漁港8

港、地方港湾12港を根拠地に営まれている。 

　本市の沖合には、黒潮から分かれた対馬暖流が流れ、隠岐諸島や九州沖から続く陸棚

（200ｍ以浅）などの複雑な海底地形と相まって、多種多様な魚介類が生息する豊かな漁場

が広がっている。このため、沖合域では「沖合底びき網」、「小型底びき網」、沿岸域で

は「釣り」、「小型イカ釣り」、「刺網」、「いわしすくい漁」、「採介藻」、「アワビ

養殖」、「ワカメ養殖」、「イワガキ養殖」、「定置網」など様々な漁業が営まれている。 

　近年、地球温暖化の影響と思われる海水温の上昇に伴い、漁獲時期の変動や漁獲量の減

少により、魚価の低迷、沿岸漁業資源の減少、漁業者の減少と高齢化など依然として厳し

い状況にあり、課題が山積している。 

 

ア．鹿島町 

　本地域の漁業者（正組合員）の推移は、令和元年度は148人で、平成22年度の228人か

ら80人、約35%減少している。 

　以前は、島根県内第2位の水揚量を誇り活気に満ちあふれた漁港であったが、底びき網

船団の減少並びに漁獲量の低下に伴い現在は閑散としている状況である。 
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　このことから、旧鹿島町が誘致した鹿島水産加工団地の加工業者においても、休業や

廃業する業者が増加している。また、漁業の担い手については、漁業者の高齢化が顕著

であり、早急に次世代担い手の育成と確保が必要である。 

 

イ．島根町 

　本地域の漁業者（正組合員）の推移は、令和元年度は259人で、平成22年度の345人か

ら86人、約25%減少している。 

　主要漁業である定置網漁業（3統）については比較的に安定しているが、漁業者の高齢

化は顕著であることから、引き続き担い手の確保は必要であり、漁業経営の安定化が必

要である。 

 

ウ. 美保関町 

　本地域の漁業者（正組合員）の推移は、令和元年度は206人で、平成22年度の291人か

ら85人、約30%減少している。 

　沿岸部の主要漁業である定置網漁業（4統）については比較的に安定している。また、

中海においては、平成24年度よりサルボウガイ（赤貝）の垂下式試験養殖を実施し、そ

の後、漁業者が取組を行い、徐々に生産量が増加している。 

　しかし、漁場の磯焼けが著しく、早急に対応が必要であるとともに、漁業者の高齢化

は顕著であることから、引き続き担い手の確保は必要であり、漁業経営の安定化が必要

である。 

 

 

 

 

販売金額１位の漁業種類別経営体数　　（調査期日：H30.11.1現在（H29.11.1～H30.10.31の期間）） 

 

(出典：2018漁業センサス）  
 

 総 数 小型底びき網 船 び き 網 刺 網 い か 釣 り

 経営体数 割　合 経営体数 割　合 経営体数 割　合 経営体数 割　合 経営体数 割　合

 
松江市

経営体 
421

％ 
－

経営体 
9

％ 
－

経営体 
9

％ 
－

経営体 
64

％ 
－

経営体 
54

％ 
－

 うち鹿島 66 15.7 1 11.1 0 0.0 14 21.9 8 14.8

 うち島根 109 25.9 0 0.0 0 0.0 7 10.9 10 18.5

 うち美保関 172 40.9 8 88.9 9 100.0 18 28.1 29 53.7

 一 本 釣 り 採 介 藻 定 置 網 ワ カ メ 養 殖 そ の 他

 経営体数 割　合 経営体数 割　合 経営体数 割　合 経営体数 割　合 経営体数 割　合

 経営体 
53

％ 
－

経営体 
137

％ 
－

経営体 
18

％ 
－

経営体 
25

％ 
－

経営体 
52

％ 
－

 11 20.8 19 13.9 2 11.1 7 28.0 4 7.7

 24 45.3 63 46.0 1 5.6 1 4.0 3 5.8

 7 13.2 45 32.8 9 50.0 17 68.0 30 57.7
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魚種別漁獲量 

 

(参考：平成30島根県）  

 

 

漁業種類別販売取扱高（松江市鹿島町） 

 

(参考：平成30～令和2島根県）  

 

 
平成29

合 計 い わ し 類 あ じ 類 さ ば 類 ぶ り 類 か れ い 類

 漁獲量 割　合 漁獲量 割　合 漁獲量 割　合 漁獲量 割　合 漁獲量 割　合 漁獲量 割　合

 
松江市

ｔ 
5,314

％ 
－

ｔ 
406

％ 
－

ｔ 
374

％ 
－

ｔ 
185

％ 
－

ｔ 
544

％ 
－

ｔ 
22

％ 
－

 うち鹿島 1,340 25.2 35 8.6 85 22.7 25 13.7 124 22.8 7 32.9

 うち島根 763 14.4 9 2.1 48 12.8 35 18.9 272 50.0 0 0.2

 うち美保関 3,123 58.8 327 80.6 240 64.0 124 66.9 131 24.1 15 66.0

 た い 類 い か 類 と び う お 類 あ わ び 類 さ ざ え そ の 他

 漁獲量 割　合 漁獲量 割　合 漁獲量 割　合 漁獲量 割　合 漁獲量 割　合 漁獲量 割　合

 ｔ 
227

％ 
－

ｔ 
372

％ 
－

ｔ 
283

％ 
－

ｔ 
6

％ 
－

ｔ 
190

％ 
－

ｔ 
2,705

％ 
－

 147 64.6 146 39.4 60 21.1 1 13.5 35 18.2 675 25.0

 9 3.8 44 11.9 55 19.6 1 15.4 55 28.8 235 8.7

 68 30.1 162 43.7 167 59.1 4 69.5 95 50.0 1,789 66.2

 合 計 小型底びき網 刺 網 い か 釣 り 一本釣り・はえ縄 定 置 網

 販売高 前年比 販売高 前年比 販売高 前年比 販売高 前年比 販売高 前年比 販売高 前年比

 平

成 
29

千円 
621,788

％ 
－

千円 
15,911

％ 
－

千円 
5,501

％ 
－

千円 
74,571

％ 
－

千円 
33,947

％ 
－

千円 
107,668

％ 
－

 平

成 
30

千円 
606,985

％ 
97.6

千円 
28,018

％ 
176.1

千円 
9,748

％ 
177.2

千円 
83,155

％ 
111.5

千円 
21,446

％ 
63.2

千円

107,676

％ 
100.0

 令

和 
元

千円 
507,388

％ 
83.6

千円 
27,573

％ 
98.4

千円 
4,775

％ 
49.0

千円 
53,743

％ 
64.6

千円 
18,091

％ 
84.4

千円 
161,314

％ 
149.8

 ひ き 網 す く い 網 か ご 採 介 藻 そ の 他 漁 業 ワ カ メ 養 殖

 販売高 前年比 販売高 前年比 販売高 前年比 販売高 前年比 販売高 前年比 販売高 前年比

 
千円 

0

％ 
－

千円 
2,955

％ 
－

千円 
5,393

％ 
－

千円 
30,783

％ 
－

千円 
345,058

％ 
－

千円 
0

％ 
－

 
千円 

0

％ 
－

千円 
127

％ 
4.3

千円 
4,845

％ 
89.8

千円 
34,219

％ 
111.2

千円 
317,751

％ 
92.1

千円 
0

％ 
－

 
千円 

0

％ 
－

千円 
4,434

％ 
3481.9

千円 
3,507

％ 
72.4

千円 
34,610

％ 
101.1

千円 
199,341

％ 
62.7

千円 
0

％ 
－
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漁業種類別販売取扱高（松江市島根町） 

 

(参考：平成30～令和2島根県）  

 

 

漁業種類別販売取扱高（松江市美保関町） 

 

（参考：平成30～令和2島根県）  

 合 計 小型底びき網 刺 網 い か 釣 り 一本釣り・はえ縄 定 置 網

 販売高 前年比 販売高 前年比 販売高 前年比 販売高 前年比 販売高 前年比 販売高 前年比

 平

成 
29

千円 
342,783

％ 
－

千円 
0

％ 
－

千円 
4,209

％ 
－

千円 
19,627

％ 
－

千円 
27,726

％ 
－

千円 
238,054

％ 
－

 平

成 
30

千円 
308,571

％ 
90.0

千円 
0

％ 
－

千円 
3,290

％ 
78.2

千円 
30,547

％ 
155.6

千円 
17,123

％ 
61.8

千円

202,259

％ 
85.0

 令

和 
元

千円 
331,903

％ 
107.6

千円 
0

％ 
－

千円 
3,750

％ 
114.0

千円 
16,485

％ 
54.0

千円 
15,398

％ 
89.9

千円 
245,686

％ 
121.5

 ひ き 網 す く い 網 か ご 採 介 藻 そ の 他 漁 業 ワ カ メ 養 殖

 販売高 前年比 販売高 前年比 販売高 前年比 販売高 前年比 販売高 前年比 販売高 前年比

 
千円 

0

％ 
－

千円 
0

％ 
－

千円 
6,781

％ 
－

千円 
41,691

％ 
－

千円 
2,309

％ 
－

千円 
2,387

％ 
－

 
千円 

0

％ 
－

千円 
32

％ 
－

千円 
7,176

％ 
105.8

千円 
45,712

％ 
109.6

千円 
808

％ 
35.0

千円 
1,624

％ 
68.1

 
千円 

0

％ 
－

千円 
0

％ 
0.0

千円 
5,650

％ 
78.7

千円 
41,933

％ 
91.7

千円 
559

％ 
69.1

千円 
2,442

％ 
150.3

 合 計 小型底びき網 刺 網 い か 釣 り 一本釣り・はえ縄 定 置 網

 販売高 前年比 販売高 前年比 販売高 前年比 販売高 前年比 販売高 前年比 販売高 前年比

 平

成 
29

千円 
1,432,298

％ 
－

千円 
26,384

％ 
－

千円 
38,517

％ 
－

千円 
68,724

％ 
－

千円 
41,036

％ 
－

千円 
517,071

％ 
－

 平

成 
30

千円 
1,234,736

％ 
86.2

千円 
29,045

％ 
110.1

千円 
44,925

％ 
116.6

千円 
64,388

％ 
93.7

千円 
40,099

％ 
97.7

千円 
468,991

％ 
90.7

 令

和 
元

千円 
1,505,184

％ 
121.9

千円 
15,448

％ 
53.2

千円 
35,280

％ 
78.5

千円 
61,551

％ 
95.6

千円 
45,948

％ 
114.6

千円 
519,807

％ 
110.8

 ひ き 網 す く い 網 か ご 採 介 藻 そ の 他 漁 業 ワ カ メ 養 殖

 販売高 前年比 販売高 前年比 販売高 前年比 販売高 前年比 販売高 前年比 販売高 前年比

 
千円 

75,307

％ 
－

千円 
31,027

％ 
－

千円 
5,468

％ 
－

千円 
106,339

％ 
－

千円 
462,152

％ 
－

千円 
60,272

％ 
－

 
千円 

101,591

％ 
134.9

千円 
18,725

％ 
60.3

千円 
4,327

％ 
79.1

千円 
120,059

％ 
112.9

千円 
274,070

％ 
59.3

千円 
68,516

％ 
113.7

 
千円 

83,050

％ 
81.7

千円 
14,341

％ 
76.6

千円 
5,290

％ 
122.3

千円 
125,923

％ 
104.9

千円 
537,503

％ 
196.1

千円 
61,043

％ 
89.1
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④　商業 

　一部過疎地域では、新規出店者に対し、家賃及び一部建物改修費等を支援するチャレン

ジショップ事業を令和2年度から拡充した。これにより、ソフト面、ハード面での支援を強

化し、地域商業の活性化に向けた取組を行っており、また、移動販売車の導入支援も行っ

ている。しかしながら、新型コロナによる外出自粛や人口減少、地域住民の高齢化など、

依然として厳しい状況が続いている。 

 

ア．鹿島町 

　本地域には、スーパー1店舗、コンビニエンスストア3店舗、小規模小売店舗が立地し

ている。しかしながら、多くの世帯の住民が地域外へ通勤しているほか、近隣地域に出

店しているスーパー等の大型化、ネット通販の浸透が進んでいることなどから、本地域

での購買力は弱く、地域外へ流出している。このため、本地域内販売力、特に小規模小

売業の弱体化が著しい。 

 

イ．島根町 

　本地域は、集落が点在し、人口集積が小さく、多くの世帯の住民が地域外へ通勤して

いる。また、近隣市に出店しているスーパー等の大型化が進んでいることなどから、本

地域での購買力は極めて弱く、地域外へ流出している。加えて、高齢化の進展により、

移動販売や宅配の利用も見受けられる。このため、本地域内販売力、特に小規模小売業

の弱体化が著しい。 

　商店数は、小売業のうち食料品及びその他の小売業が多く、本地域での購買力の弱さ

により、減少に拍車がかかっている。 

 

ウ．美保関町 

　本地域は、集落が点在し、人口集積が小さく、多くの世帯の住民が地域外へ通勤して

いる。また、近隣市に出店しているスーパー等の大型化が進んでいることなどから、本

地域での購買力は極めて弱く、地域外へ流出している。このため、本地域内販売力、特

に小規模小売業の弱体化が著しい。 

　商店数は、小売業のうち食料品及びその他の小売業が多く、本地域での購買力の弱さ

により、減少に拍車がかかっている。 

 

⑤　工業 

ア．鹿島町 

本地域の工業は、伝統的に水産加工業を中心に営まれている。しかし、平成28年に

恵曇漁港での競りがなくなり、昭和40年代に組織された恵曇水産加工協同組合が組合

員数の減少により令和2年12月に解散するなど、地域産業としては縮小傾向にある。 

また、ほとんどが小規模事業者であり、生産性が低く、弱体化傾向にある。加えて、

労働力の不足や高齢化が進んでいることから、関係機関と連携して人材確保に努める

必要がある。 
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イ．島根町 

　本地域の工業は、土木建設業が中心に営まれている。新型コロナの影響によりリフォ

ーム需要が高まっていることから、当面は経営に大きな問題は無いが、他の地域と同様

に、労働力の不足や高齢化が進んでいることから、関係機関と連携して人材確保に努め

る必要がある。 

 

ウ．美保関町 

　本地域の工業は、主として土木建設業、造船業、食料品製造業等が中心に営まれてい

たが、そのほとんどが小規模事業者であり、生産性が低く、弱体化傾向にある。また、

労働力の不足や高齢化が進んでいることから、関係機関と連携して人材確保に努める必

要がある。 

 

⑥　観光又はレクリエーション 

ア．鹿島町 

　本地域は、西側から北側にかけては広く日本海に接し、北山山系から繋がる白砂の古

浦海岸は海水浴シーズンには多くの海水浴客が訪れる。海岸線から続くリアス式海岸は、

非常に風光明媚でもあり、複雑な地形により多くの魚種が集まることから、釣り人も多

く訪れる。 

　朝日山は、古くは神名火山とも称され、地域の人々に親しまれている山である。宍道

湖から日本海、晴天時には隠岐の島までが一望できる絶好の眺望スポットであり、真言

宗の古刹「朝日寺」が建立されていることから、登山道が整備されており、初心者でも

容易に登山することができるため、近年は高齢者がトレッキングする姿も見られる。 

　また、出雲国二之宮「佐太神社」が鎮座し、「神在の社」として古くから信仰を集め

ており、11月の神在祭（お忌み祭）及びユネスコ無形文化遺産・国指定重要無形民俗文

化財「佐陀神能」が奉納される9月の御座替祭には多くの参拝客が訪れる。 

　佐太神社については、平成23年の「佐陀神能」ユネスコ無形文化遺産登録や、出雲大

社の大遷宮及び自社の遷宮などの効果により、参拝客が増加しているが、古浦海水浴場

は、気候の影響や夏場におけるレジャーの多様化により海水浴客が減少傾向にある。 

 

イ．島根町 

　本地域は、大山隠岐国立公園に指定されている島根半島の美しい海岸線があり、海水

浴、SUPなどのマリンスポーツや釣りの格好の場所として知られている。平成29年に、大

山隠岐国立公園の魅力を高めて誘客を図るため、環境省や島根県、地域関係団体等とと

もに今後の取組方針となる「ステップアッププログラム」を策定し、環境整備や魅力の

発信を行っている。平成29年12月にはこの地域を含む「島根半島・宍道湖中海ジオパー

ク」が日本ジオパークに認定された。 

　古くから漁業を中心に栄えてきた好漁場に恵まれ、海水浴客や釣り人に人気で毎年シ

ーズンになると多くの人で賑わってきたが、過疎化が進み数十軒あった民宿も現在は3軒

となった。冬季は特に北西の風が強く桂島や小波キャンプ場は閉鎖となり、各民宿やマ

リンパーク多古鼻の利用客は、大幅に減少している。 
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ウ．美保関町 

　本地域は、大山隠岐国立公園に指定されている島根半島北部の美しい海岸線があり、

海水浴や釣り、SUPなどのマリンスポーツの格好の場所として知られている。平成29年12

月にはこの地域を含む「島根半島・宍道湖中海ジオパーク」が日本ジオパークに認定さ

れた。 

また、「正調関乃五本松節」の発祥の地であり、北前船の寄港地として栄え、美保神

社の門前町として、歴史的・文化的観光資源を数多く有しており、古くから山陰を代表

する観光地の一つとして栄えてきた。 

　こうした豊富な観光資源を生かし、観光協会美保関支部、美保関地域観光振興協議会

を中心に誘客企画、情報発信、受入環境整備などを行ってきた。平成29年には、大山隠

岐国立公園の魅力を高め、誘客を図るために国、県、市、地域関係団体等で組織された

大山隠岐国立公園地域協議会が策定した「ステップアッププログラム」に基づき、市、

関係機関で島根半島東部協議会を組織し、環境整備や魅力の発信を行っている。 

　本地域の観光入込客数は、美保神社の参拝客等により増加傾向にあり、新型コロナの

影響を受けた令和2年も約92万人で令和元年比約8％の減少にとどまった。しかし、観光

客の多くは日帰りのため、今後、滞在時間の増、宿泊客の増に繋げるための更なる取組

が必要である。 

 

　観光客の入り込み動向（松江市鹿島町）　　　　　　（単位：千人） 

(出典：観光動態調査) 

 

　　　　　　　観光客の入り込み動向（松江市島根町）　　　　　　（単位：千人） 

(出典：観光動態調査) 

 

　　　　　　　　観光客の入り込み動向（松江市美保関町）　　 　（単位：千人） 

(出典：観光動態調査) 

 
観光地名

平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和2年

 総数 総数 総数 総数 総数

 佐太神社 
恵曇漁港 
古浦海水浴場 
鹿島多久の湯

133 
22 
17 
200

127 
22 
14 

197

122 
22 
13 

185

128 
22 
3 

180

115 
24 
2 

113

 合計 372 360 342 333 254

 
観光地名

平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和2年

 総数 総数 総数 総数 総数

 加賀の潜戸 
潜戸遊覧船 
マリンゲートしまね 
マリンパーク多古鼻 
海水浴場（島根町全域） 
キャンプ場（小波・桂島） 
島根町（釣り）

18 
7 
4 
11 
41 
5 
63

19 
7 
2 
8 
40 
8 
62

19 
7 
3 
10 
37 
5 
60

15 
6 
3 
11 
35 
9 
54

19 
3 
1 
6 
9 
0 

60
 合計 149 146 141 133 98

 
観光地名

平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和2年

 総数 総数 総数 総数 総数

 美保関（観光） 
北浦（海水浴） 
美保関町海岸（釣り） 
メテオプラザ

560 
35 

100 
41

701 
47 

104 
41

761 
27 

101 
33

850 
24 
95 
27

789 
23 
92 
14

 合計 736 893 922 996 918
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⑦　その他（港湾・漁港施設） 

ア．鹿島町 

　本地域には、第3種漁港1港、第2種漁港1港の施設がある。 

　これらの施設は、これまで積極的に新設・改良など基盤整備を行ってきたが、施設の

老朽化により機能低下が発生している。施設の機能調査を行い、必要に応じて対策を検

討するとともに、今後は長寿命対策の維持修繕が必要である。 

 

イ．島根町 

　本地域には、第2種漁港2港、第1種漁港5港、地方港湾1港の施設がある。 

　これらの施設は、これまで積極的に新設・改良などの基盤整備を行ってきたが、近年

大型化する台風等の異常気象により外郭施設（防波堤・護岸）を超える越波で安全に船

舶を係留できない施設もあることから、対策の検討をするとともに、安心・安全な利活

用を図るため、施設の改良が必要である。 

　係留施設においても、物揚場の係留や船揚場の船揚作業の負担の軽減を図るため施設

の新設及び改良が必要である。また、施設の老朽化により機能の低下が発生しているこ

とから、施設の機能調査を行い、必要に応じて対策を検討するとともに、今後は長寿命

化対策の維持修繕が必要である。 

 

ウ．美保関町 

　本地域には、第2種漁港2港、第1種漁港3港、地方港湾11港及び重要港湾である境港の

一部の施設がある。 

　これらの施設については、これまで積極的に新設・改良などの基盤整備を行ってきた

が、近年大型化する台風等の異常気象により外郭施設（防波堤・護岸）を超える越波で

安全に船舶を係留できない施設もあることから、必要に応じて対策を検討するとともに、

安心・安全な利活用を図るため、施設の改良が必要である。 

　係留施設においても、物揚場の係留や船揚場の船揚作業の負担の軽減を図るため施設

の新設改良が必要である。また、施設の老朽化により機能の低下が発生していることか

ら、施設の機能調査を行い、必要に応じて対策を検討するとともに、今後は長寿命化対

策の維持修繕が必要である。 

 

⑵　その対策 

①　農業 

　各地域で取り組まれている生産活動を支援するとともに、中山間地域の小規模農家でも

取り組みやすい園芸品目を推進し、市全体での生産拡大と JA による共同販売により、小規

模農家の所得向上に繋げていく。また、地域政策として多面的機能支払交付金事業等や中

山間地域等直接支払交付金の活用を推進し、農業・農村の多面的機能を支える共同活動を

支援する。 

　さらに、鹿島地域では、水稲や転作作物の大豆を中心に、既存の農業法人、営農組織に

よる農地の利用集積を促進し、生産性の向上を図る。 

　また、有害鳥獣対策については、有害鳥獣の捕獲と防護柵の設置に対する支援を行い、

併せて、国の交付金を利用した広域防護柵の設置を地域住民と協議しながら、行っていく。 
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②　林業 

　一部過疎地域を含む本市全体の取組として、松くい虫被害跡地に、植栽した樹木の育

成・保全を行い、森林の再生に取り組んでいく。また、スギ・ヒノキの人工林の多くは間

伐を必要とする林分が多く、周辺の広葉樹林の利用を含め、森林組合等林業関係者と連携

した木材供給体制を整備し、松江市産木材を活用した住宅建築等への利用を図る。 

　一方、造林地への侵入竹林の拡大等、管理の行き届かない荒廃森林も増加しているため、

各種事業を活用しながら竹を伐採し竹製品やチップなど利活用する取組や、長期的視点に

立って森林管理・経営体制の検討等の荒廃森林対策を行い、森林の多面的機能が発揮され

る仕組みづくりを進める。さらに、森林資源の維持管理及び地域の生活環境整備のために

林道等の整備・改良に努める。 

 

③　水産業 

　一部過疎地域において、主要漁業である定置網漁業では、紫外線殺菌冷海水装置を活用

して鮮度管理を徹底した漁獲物は「しまね定置もん」としてブランド化しており、更なる

ブランドイメージの浸透に取り組む。 

　また、鹿島・島根栽培漁業振興センターから、良質なアワビの種苗が安定供給できるこ

とから、海面及び陸上養殖事業を推進し、付加価値の高いアワビを安定的に供給すること

で、産地市場としての供給機能の向上及び「まつえ産種苗アワビ（仮称）」としてのブラ

ンドイメージの定着化を図る。 

　そして、最重要課題である漁業の担い手については、令和2年度より支援事業を拡充して

いることから、支援事業のPR動画を令和3年度に作成し、全国へ配信することで全国から漁

業の担い手を募集する。さらに、栽培漁業の推進、漁業担い手の支援、経営多角化支援の

推進を図る。 

 

(ⅰ)　栽培漁業の推進 

　主要魚種である「アワビ」、「マダイ」、「ヒラメ」などの種苗放流を積極的に行

うとともに、漁業者と連携して資源管理型漁業を推進し、食害生物の駆除、海藻の移

植、藻場礁の設置などの藻場保全対策を行い、磯根資源の保護・増殖を図る。 

 

(ⅱ)　漁業担い手の支援 

　新たに漁業を営もうとする者の就業に係る初期費用の軽減を図るため、資金の支援

や貸与及び船舶・漁業用機械・機器・漁網等の購入に係る経費の支援を行う。 

 

(ⅲ)　経営多角化支援の推進 

　漁家経営の安定に向け、養殖事業等の複合など、獲る漁業と資源管理型の養殖業と

の複合経営を推進し儲かる漁業を目指す。 

 

ア．鹿島町 

　鹿島水産加工団地のリノベーション等を調査研究し、6次産業の誘致及び新たな商品開

発を行う。 
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イ．島根町 

　定置網漁業を用いた観光定置網のPRや「松江いわがき」養殖施設の拡充、販売促進及

びPRを行いブランドの浸透を図る。 

 

ウ．美保関町 

　令和3年度に惣津地区へ増殖場（アワビ）を整備予定であり、地域ブランド化を推進す

る。 

 

④　商業 

　まつえ北商工会と連携し、チャレンジショップ事業、移動販売車の導入支援により、地

域の商業機能の活性化を図る。 

　さらに、豊かな水産資源やジオパークを生かした商品の開発やPRにより他地域での販売

を強化するなど、商業機能の充実と経営基盤の底上げを図るとともに、コミュニティビジ

ネスは新たな雇用を創出し、地域活性化への効果も期待できることから、地域の抱える課

題を見据えた事業展開ができるよう事業者の育成を図っていく。 

　また、美保関地域内の商店の多くは食料品等の生活必需品を販売しており、各集落の生

活基盤を支えている。こうした商店においては、まつえ北商工会と連携し、高齢者向けの

移動販売といった福祉的要素を取り入れるなどの商店経営改善を図っていく。 

　さらに、更なる高齢化などにより購買客が減少し、移動販売事業者の事業の継続が困難

な状況となる場合を想定した対策についても検討していく。 

 

⑤　工業 

　消費者ニーズの高級化、多様化に加えて、企業間競争の厳しい社会環境の中にあって、

特に健全経営の維持強化と環境の変化に対応していくため、一部過疎地域を含む本市全体

の取組として『松江ものづくりアクションプラン』に基づき、新市場の開拓や人材の育成

等に努める。 

　また、農水商工連携により、地元でとれた農産物や主要魚種のアワビ・アカウニなどの

海産物等を活用した新製品の創出と開発支援に努める。 

 

⑥　観光又はレクリエーション 

　一部過疎地域の観光資源をウェブ（ホームページ、SNS等）、テレビ、雑誌、観光パンフ

レット等様々な媒体を活用し、情報発信を行う。 

　また、本地域の魅力を海外にも発信し、インバウンドの推進を図り、併せて、地元特産

品や土産品などのPRを行うことで、消費拡大に繋げる。 

 

ア．鹿島町 

(ⅰ)　観光資源の活用 

　神在の社として知られる佐太神社、ユネスコ無形文化遺産に登録及び国指定重要無

形民俗文化財に指定されている佐陀神能、伝統行事の魅力をストーリー性を持たせて

発信する。 

　また、古浦海岸における海水浴、朝日山でのトレッキング、サイクリングなど豊か
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な自然環境を生かしたアクティビティが体験できる環境づくりを進める。併せて、水

産加工品や鮮魚、農産物など地元産品の消費拡大に繋げる仕掛けづくりを行うことに

より、地域の活性化を図る。 

 

(ⅱ)　受入環境づくり 

　駐車場やビュースポットなどの受入環境の整備を検討していく。 

 

イ．島根町 

(ⅰ)　観光資源の活用 

　島根半島の豊かな自然を生かし、潜戸遊覧船、釣り、海水浴、桂島や小波でのキャ

ンプ、マリンパーク多古鼻、マリンスポーツ、サイクリング、トレッキングなど様々

なアクティビティが体験できる環境を充実させる。また、さくら祭り（4月）、サマー

フェスティバル（7月）、ふれあい祭り（11月）等のイベントを開催し、自然景観や地

元の食を楽しんでもらうとともに、「松江いわがき」や板ワカメ、イチジクなどの特

産品の消費拡大に繋げる。 

 

(ⅱ)　受入環境づくり 

　島根半島・宍道湖中海ジオパークの認定を機に、マリンプラザしまね内に松江ビジ

ターセンターがオープンし、松江駅から路線バスが運行している。今後、交通アクセ

スや景観整備などの受入環境の整備を検討していく。 

 

ウ．美保関町 

(ⅰ)　観光資源の活用 

　大山隠岐国立公園に指定されている自然景観を生かし、釣りや海水浴のみならず、

マリンスポーツ、サイクリング、トレッキング、クルーズ、マラソンなどのアクティ

ビティが体験できる環境を充実させる。また、島根半島に点在する42の浦のうち12が

本地域にあり、浦々ごとの歴史や地元で継承される祭等の伝統文化も貴重な資源とし

て活用していく必要がある。 

　歌舞音曲の神様及び商売繁盛の神様である「ゑびすさま」を祀る全国の社の総本社

の美保神社・美保関灯台・青石畳通り・五本松公園、伝統文化や神話の世界など、豊

富な観光資源に、光と夜景の演出、音楽・芸能イベント、えびすだいこく両参りの仕

掛けづくりなど、付加価値を加え、観光客の滞留と宿泊客の増に繋げる。 

さらに、地域の歴史、伝統など魅力を伝え、観光客の満足度を高めるため、ボラン

ティアガイドをはじめとした観光ガイドの充実や、インバウンド対策として多言語対

応を行う。 

 

(ⅱ)　受入環境づくり 

　美保関灯台―米子鬼太郎空港間を結ぶ「ゑびすライナー」など観光客の主要な二次

交通手段の確保や駐車場対策、景観整備などの受入環境の整備を検討していく。 
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⑦　その他（港湾・漁港施設） 

　一部過疎地域内の漁港及び港湾施設において、安心・安全な施設の利活用を図るため、

外郭施設や係留施設の新設や改良工事を行う。また、施設の延命化のため、老朽度、維持

修繕方法を定めた計画に基づき必要な維持修繕対策を行う。 

 

⑶　事業計画（令和3年度～令和7年度） 

 
持続的発展施策区分 事業名 

（施設名）
事業内容 事業主体 備考

 ２　産業の振興 ⑴基盤整備 
水産業

野波漁港防波堤改修事業 
（防波堤嵩上L=115.7m）

松江市

 
漁港施設改修事業（野波海浜公園） 松江市

 
多古漁港機能保全強化対策工事 松江市

 
多古漁港船揚場改良工事 松江市

 
野井漁港機能保全強化対策工事 松江市

 
沖泊漁港機能保全強化対策工事 松江市

 
沖泊漁港漁港関連道落石対策工事 松江市

 
惣津港港湾施設長寿命化対策工事 松江市

 
雲津漁港船揚場改良工事 松江市

 
軽尾港船揚場改良工事 松江市

 
稲積漁港護岸改良工事 松江市

 
稲積漁港物揚場背後用地舗装工事 松江市

 
稲積港船揚場改良工事 松江市

 
稲積漁港機能保全強化対策工事 松江市

 
片江漁港船揚場新設工事 松江市

 
片江漁港機能保全強化対策工事 松江市

 片江漁港機能保全強化対策工事 
（関連単独工区）

松江市

 
菅浦港漂砂対策工事 松江市

 
菅浦港港湾施設長寿命化対策工事 松江市

 諸喰港防波堤改修事業 
（防波堤嵩上　L=65m）

松江市

 野波漁港機能保全対策工事（船揚場改良工

事）
松江市



- 34 - 

持続的発展施策区分
事業名

（施設名） 事業内容 事業主体 備考

 軽尾港機能施設整備工事（船揚場改良工

事）
松江市

 千酌港機能施設整備工事（船揚場・物揚場

改良工事）
松江市

 
千酌港港湾施設老朽化対策工事 松江市

 
千酌港港湾海岸老朽化対策工事 松江市

 片江漁港機能保全対策工事（荷捌所用地舗

装工事）
松江市

 
笹子港臨港道路・防波堤改修工事 松江市

 ⑶経営近代化施設 
水産業

惣津地区増殖場整備事業 松江市

 
魚礁設置支援事業補助金（鹿島） 漁業者が組織する団体

 
魚礁設置支援事業補助金（島根） 漁業者が組織する団体

 
魚礁設置支援事業補助金（美保関） 漁業者が組織する団体

 
増殖場整備事業（鹿島） 漁業者が組織する団体

 
増殖場整備事業（島根） 漁業者が組織する団体

 
増殖場整備事業（美保関） 漁業者が組織する団体

 
定置網施設整備事業（鹿島） 漁業者が組織する団体

 
定置網施設整備事業（島根） 漁業者が組織する団体

 
定置網施設整備事業（美保関） 漁業者が組織する団体

 
養殖施設整備事業（鹿島） 漁業者が組織する団体

 
養殖施設整備事業（島根） 漁業者が組織する団体

 
養殖施設整備事業（美保関） 漁業者が組織する団体

 
漁業用機械・機器整備事業（鹿島） 漁業者が組織する団体

 
漁業用機械・機器整備事業（島根） 漁業者が組織する団体

 
漁業用機械・機器整備事業（美保関） 漁業者が組織する団体

 
安全衛生対策施設整備事業（鹿島） 漁業者が組織する団体

 
安全衛生対策施設整備事業（島根） 漁業者が組織する団体

 
安全衛生対策施設整備事業（美保関） 漁業者が組織する団体
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持続的発展施策区分
事業名

（施設名） 事業内容 事業主体 備考

 鹿島・島根栽培漁業振興センター設備等更

新事業
松江市

 
アワビ陸上養殖推進事業 松江市

 
恵曇港・周辺活性化事業

松江市又は 
民間事業者等

 ⑼観光又はレクリエー

ション
鹿島古浦展望台整備事業 松江市

 
鹿島多久の湯整備事業 松江市

 鹿島多久の湯空調更新事業（ラウンジエア

コン）
松江市

 
潜戸遊覧船更新事業 松江市

 潜戸観光遊覧船設備導入事業（改良型救命

いかだ）
松江市

 
美保関灯台ビュッフェ石塀保全工事 松江市

 
美保関観光施設整備事業 松江市

 
海の学苑ふるさと創生館改修事業 松江市

 ⑽過疎地域持続的発展

特別事業 
第1次産業

種苗放流等推進事業 
（アワビ種苗の購入費補助）（鹿島）

JFしまね恵曇支所

 種苗放流等推進事業 
（アワビ種苗の購入費補助）（島根）

JFしまね恵曇支所

 
中海種苗放流事業（美保関） 中海漁業協同組合

 
サルボウ資源調査事業（美保関） 中海漁業協同組合

 
鹿島農業支援施設管理運営事業 松江市

 
種苗放流推進事業（鹿島） 漁業者が組織する団体

 
種苗放流推進事業（島根） 漁業者が組織する団体

 
種苗放流推進事業（美保関） 漁業者が組織する団体

 漁場環境整備事業 
（漁礁設置効果調査を含む）（鹿島）

漁業者が組織する団体

 漁場環境整備事業 
（漁礁設置効果調査を含む）（島根）

漁業者が組織する団体

 漁場環境整備事業 
（漁礁設置効果調査を含む）（美保関）

漁業者が組織する団体

 
経営多角化支援事業（鹿島） 漁業者が組織する団体

 
経営多角化支援事業（島根） 漁業者が組織する団体

 
経営多角化支援事業（美保関） 漁業者が組織する団体
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持続的発展施策区分
事業名

（施設名） 事業内容 事業主体 備考

 
特産品開発支援事業（鹿島） 地域活動団体等

 
特産品開発支援事業（島根） 地域活動団体等

 
特産品開発支援事業（美保関） 地域活動団体等

 
新規漁業者支援事業（鹿島） 認定新規漁業者

 
新規漁業者支援事業（島根） 認定新規漁業者

 
新規漁業者支援事業（美保関） 認定新規漁業者

 
沿岸漁業スタートアップ事業（鹿島） 認定新規漁業者

 
沿岸漁業スタートアップ事業（島根） 認定新規漁業者

 
沿岸漁業スタートアップ事業（美保関） 認定新規漁業者

 
自営漁業者自立給付金（鹿島） 松江市

 
自営漁業者自立給付金（島根） 松江市

 
自営漁業者自立給付金（美保関） 松江市

 
有害鳥獣駆除対策事業 地域活動団体等

 
産業振興事業

松江市又は 
民間事業者等

 ⑽過疎地域持続的発展

特別事業 

観光

鹿島多久の湯管理運営事業 松江市

 
マリンパーク多古鼻管理運営事業 松江市

 
小波キャンプ場管理運営事業 松江市

 
潜戸遊覧船運営補助事業 (一社）加賀潜戸遊覧船

 美保関海の学苑ふるさと創生館管理運営事

業
松江市

 
美保関観光ビュッフェ管理運営事業 松江市

 
観光協会運営補助事業（鹿島） （一社）松江観光協会

 
観光協会運営補助事業（島根） （一社）松江観光協会

 観光協会運営補助事業・観光振興対策基本

事業（美保関）
（一社）松江観光協会

 
美保関町観光・物産PR強化事業 （一社）松江観光協会

 
美保関町地域活性化活動支援事業 松江市
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⑷　産業振興促進事項 

①　産業振興促進区域及び振興すべき業種 

※租税特別措置法施行令の「情報サービス業等」をいう。  

 

②　当該業種の振興を促進するために行う事業の内容 

　上記⑵、⑶における記載のとおり。  

 

③　他市との連携  

　　産業の振興については、その施策について周辺他市や関係団体と連携して実施する。 

持続的発展施策区分
事業名

（施設名） 事業内容 事業主体 備考

 大山隠岐国立公園満喫プロジェクト推進事

業

大山隠岐国立公園満
喫プロジェクト島根

半島東部協議会

 
インバウンド対策事業 松江市

 
観光文化振興事業

松江市又は 
民間事業者等

 ⑾その他
産業振興事業

松江市又は 
民間事業者等

 
観光文化振興事業

松江市又は 
民間事業者等

 
産業振興促進区域 業種 計画期間 備考

 

松江市鹿島町、島根町、美保関町

製造業、農林水産物等販売業、

旅館業（下宿営業を除く。）、
※情報サービス業等（情報サー

ビス業、有線放送業、インター

ネット付随サービス業、通信販

売業、市場調査等）

 令和3年4月1日～ 
令和8年3月31日
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⑴　現況と問題点 

①　地域の情報化 

　AI、IoT、ICT等の先端技術、5Gなどの次世代移動通信システムなど、急速に進化する社

会のデジタル化に伴い、生活、産業、交通、教育など様々な分野において、情報化への適

応が求められている。 

　一部過疎地域の高速通信網については、本市や複数の民間通信事業者等により、光ファ

イバ（FTTH）等による高速ブロードバンドが整備され、ほぼ100％のカバー率となっている。 

　現在、本市内において携帯電話の通じない不感地域は存在しないが、3G通信サービスが

令和4年3月末から順次終了するのに伴い、不感地域が生じないか注視する必要がある。　

また、5G通信サービスについては、令和3年3月末から市内中心部より整備が開始されたが、

未だ整備が進んでいない状況である。 

 

②　行政手続のオンライン化 

　令和3年5月にいわゆるデジタル改革関連6法が成立し、今後は、マイナンバーカードを利

用した行政手続のオンライン化などが急速に進むことが予想される。 

　しかし、一部過疎地域は、いずれの地域も平成27年の国勢調査で高齢化比率が35％を超

え、高齢化が急速に進行している。さらに、内閣府の世論調査によれば、70歳以上の高齢

者の約6割がスマートフォンなどの情報通信機器を利用していないという回答もある。 

　こうした状況の中、「デジタル社会の実現に向けた改革の基本方針」において「誰ひと

り取り残さない、人に優しい」デジタル化が掲げられており、高齢者をはじめとしたICT機

器に不慣れな方への配慮が急務となっている。 

 

⑵　その対策 

①　地域の情報化 

　ICTを利用した高齢者の安否確認や買い物支援、生活情報の伝達、遠隔地医療や電子カル

テ等の地域医療の支援など、様々なサービスに取り組めるようハードの整備も含め検討す

る。また、今後、デジタル社会の急速な発展に伴い、新しい技術やそれを用いたサービス

が生じた場合においても、窓口業務の情報化推進や、ICTを利用した学習スペースの整備等、

柔軟に導入・対応できるよう検討する。 

 

②　行政手続のオンライン化 

　「松江市みんなにやさしいデジタル市役所計画」において、市民生活も、それを支える

市職員の働き方もより便利に変えていくために最適な技術の導入・仕組みづくりを推進し

ていく。 

　その中で、国や民間事業者等で行われている講習会等の取組との連携や役割分担など、

必要な対策を盛り込み、ICT機器に不慣れな方への対応も併せて進める。 

 

 4　地域における情報化
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⑶　事業計画（令和3年度～令和7年度） 

 

 

 
持続的発展施策区分 事業名 

（施設名）
事業内容 事業主体 備考

 3　地域における情報

化

⑴電気通信施設等情報
化のための施設 
その他の情報化の
ための施設

情報通信拠点施設整備 松江市

 ⑵過疎地域持続的発展

特別事業 
デジタル技術活用

ICT等活用事業
松江市又は 

民間事業者等
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⑴　現況と問題点 

①　道路 

ア．鹿島町 

　本地域の道路は、主要地方道松江鹿島美保関線が市中心部から本地域を結び、島根町、

美保関町に繋がる幹線となっている。 

　本地域の道路交通網については、幹線道路の改良は概ね完了し、令和2年11月には市道

古浦西長江線の供用が開始されるなど、市街地への交通網の整備が進められているとこ

ろである。しかしながら、幹線市道や集落同士を結ぶ道路については、一部未改良区間

があり、快適な交通手段の実現を十分に果たしているとは言い難い。 

　橋りょうについては、島根県の佐陀川改修事業に伴い現在の武代橋を人道橋として架

替えを予定している。 

　農道については、本地域には75路線、約21.9㎞の農道があり、そのうち約14㎞が幅員4

ｍ以上、約2㎞が未舗装である。現在も幅員4m未満の区画を中心に砂利道が残り砂塵や路

面の凹凸等により生産や輸送に支障をきたしている。 

　林道については、本地域には8路線、13.9㎞の林道があり、橋りょう2橋が存在する。

主に行き止まりの路線が多く森林整備のコスト低減、整備促進の面でやや劣る。通り抜

け林道については、経年劣化や急傾斜など現場条件により法面崩落や舗装のひび割れな

どが多く確認され、林道の通行に支障をきたし、森林整備の計画・実施が困難である。

近年では、林道横手線において、多数法面崩壊が発生し通行止めによる復旧工事を実施

している状況であり、開通後も適切な維持管理を図る必要がある。 

 

イ．島根町 

　本地域の道路は、主要地方道松江島根線が市中心部から大芦、加賀地区へと結ばれて

いる。また、主要地方道松江鹿島美保関線は、市中心部から鹿島町、本地域および美保

関町を結ぶ半島部の重要な幹線となっている。 

　本地域の道路交通網については、主な幹線道路の改良は概ね完了している。しかしな

がら、集落同士を結ぶその他市道の改良整備率は約50％程度に留まっているなど、快適

な道路環境の創出が十分になされているとは言い難い。また、大規模自然災害時の避難

道路として、市中心部へ南北に通る主要な道路が、主要地方道松江島根線のみであるこ

とから、渋滞などの交通障害が起こりやすい。 

　橋りょうについては、道路整備に並行してその整備を図り完了している。 

　農道については、本地域には13路線、約8.8kmの農道があり、そのうち約5.2kmが幅員

4m以上、約0.6kmが未舗装である。 

　谷間に流れる川沿いの傾斜地に小区画の農地が分布しており、路線も少ないが未舗装

も少ない。昭和50年代に整備した路線が多く、路面の老朽化によるひび割れや段差等に

より生産や輸送に支障をきたしている。 

　林道については、本地域には5路線、17.9㎞の林道があり、橋りょう6橋が存在する。

令和2年9月末に林道北山線が全線開通し、枕木山と林道澄水山線と接続したことにより、

森林整備の促進を図るとともに、登山客や花見客など、観光客の集客も見込むことがで

 5　交通施設の整備、交通手段の確保
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きる。しかしながら、供用年数50年を超える橋りょうが多数を占めており、橋りょうの

劣化、路面にひび割れやポットホールなど、舗装の老朽化により林道の通行に支障をき

たしており、森林整備の計画・実施が困難である。 

 

ウ．美保関町 

　本地域の道路は、国道431号が市中心部から宇井、境水道大橋を通って境港市を結び、

それ以外は県道が外海側に走り南北の国道485号が縦断道路となり幹線となっている。 

　本地域の道路交通網については、今日まで多額の財政投資により重点的に整備してき

たところであるが、平坦部の少ない急傾斜の山地と三方を海に囲まれた特殊な立地条件

にあるため、拡幅・車線増などの改良が遅れており、安全で迅速な交通手段としての目

的を十分果たしているとは言い難い。 

　橋りょうについては、道路整備に並行してその整備を図り完了している。 

　農道については、本地域には28路線、約8.9kmの農道があり、そのうち約2.6kmが幅員

4m以上、約1.7kmが未舗装である。平地が少なく不整形な小区画の農地で、路線は狭く曲

がりくねっており、未だ砂砂利も多い。砂塵や路面の凹凸等により生産や輸送に支障を

きたしている。 

　林道については、本地域には9路線、18.1㎞の林道があり、橋りょう6橋、トンネル2箇

所の計8施設が存在する。平成30年度末に林道美保関線が全線開通し、森林整備の促進を

図るとともに、集落間を結ぶ地域間道路として交通の便が改善された。しかしながら、

舗装の老朽化により、路面にひび割れやポットホールが生じており、林道の通行に支障

をきたしている。また、他の地域と比較して、海岸からの距離が近く、道路構造物の劣

化の進行が確認される。 
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表　市道の整備状況（松江市鹿島町）　　　　令和3年4月1日現在 

 

 

 

表　市道の整備状況（松江市島根町）　　　　令和3年4月1日現在 

 

 

 

表　市道の整備状況（松江市美保関町）　　　令和3年4月1日現在 

 

 
区　　　　分 実延長（m） 改良延長（m） 改良率（%） 舗装延長（m） 舗装率（%） 路線数（本）

 
総　　　　数 88,022 53,095 60.3 76,174 86.5 322

 
市道(旧1級町道) 4,767 4,767 100.0 4,767 100.0 3

 
市道(旧2級町道) 8,175 5,094 62.3 6,892 84.3 8

 
市道(その他) 75,080 43,234 57.6 64,515 85.9 311

 
区　　　　分 実延長（m） 改良延長（m） 改良率（%） 舗装延長（m） 舗装率（%） 路線数（本）

 
総　　　　数 60,002 34,015 56.7 55,667 92.8 240

 
市道(旧1級町道) 10,657 10,260 96.3 10,657 100.0 5

 
市道(旧2級町道) 3,564 1,316 36.9 871 24.4 1

 
市道(その他) 45,781 22,439 49.0 44,139 96.4 234

 
区　　　　分 実延長（m） 改良延長（m） 改良率（%） 舗装延長（m） 舗装率（%） 路線数（本）

 
総　　　　数 64,957 37,539 57.8 53,101 81.7 203

 
市道(旧1級町道) 3,538 3,319 93.8 3,538 100.0 2

 
市道(旧2級町道) 10,418 9,684 93.0 9,611 92.3 5

 
市道(その他) 51,001 24,536 48.1 39,952 78.3 196
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②　公共交通 

ア．鹿島町 

　本地域の公共交通は、市街地からは一畑バスが御津地区に御津線を、恵曇地区に向け

て恵曇線をそれぞれ運行している。また、一畑バス恵曇連絡所及び鹿島支所を交通結節

点として、一畑バス恵曇線と連絡し、地域内各所へ向けてコミュニティバスが運行して

いる。 

　コミュニティバスは、平成30年4月に民間路線バス事業者の廃止代替路線として片句線

を新たに開設し、上講武線及び循環線と合わせ3路線を運行しており、令和2年度利用者

数は、8,763人で、対前年比700人の減となっている。 

 

イ．島根町 

　本地域の公共交通は、マリンプラザしまねを交通結節点とし、市街地から加賀までを

一畑バスマリンプラザ線が、加賀から地域内を東西方向にコミュニティバスがそれぞれ

運行している。 

　コミュニティバスの令和2年度利用者数は24,462人で、対前年比3,779人減と減少傾向

が続いている。 

 

ウ．美保関町 

　本地域の公共交通は、万原バスターミナルを交通結節点とし、市街地から万原までを

一畑バス万原線が、万原から地域内各方面にはコミュニティバス（美保関線、七類線、

笠浦線、法田・諸喰・雲津線及び軽尾・才浦線）が、それぞれ運行している。また、宇

井渡船場からはコミュニティバス境港線が運行している。 

　コミュニティバスの令和2年度利用者数は159,051人で、対前年比23,706人減と減少傾

向が続いている。 

　 

⑵　その対策 

①　道路 

　近年、局地的な豪雨などの異常気象により、土砂災害等の自然災害が多発し、また、災

害規模も大きくなる傾向にあり、交通障害が発生している。こうした大規模自然災害等に

備え、う回路としての避難道を整備するとともに、市中心部へのアクセス道や一部過疎地

域を東西に横断するアクセス道などの整備に努める。 

 

ア．鹿島町 

　道路については、一般県道大野魚瀬恵曇線をはじめ、幹線市道、集落道、その他市道

の改良整備を促進することにより、市街地への時間短縮を行い、より快適な道路環境を

図っていく。 

　橋りょうについては、道路法の改正により、5年に一度の点検が義務付けられており、

健全度の判定が悪い橋りょうについては、橋りょうの長寿命化対策工事を実施する。 

　農道については、既存農道の長寿命化に係る整備を進め、収益性の向上と農村環境の

改善を図る。 

　林道については、法面崩落の発生しやすい路線について、適切に維持管理を行うとと
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もに、個別施設計画に基づいた、道路構造物の修繕・更新を行うことで、安心安全な通

行を確保するとともに、森林整備の促進を図る。 

 

イ．島根町 

　道路については、幹線市道、集落道、その他市道の改良整備を促進し、より快適な道

路環境を図っていく。 

　橋りょうについては、道路法の改正により、5年に一度の点検が義務付けられており、

健全度の判定が悪い橋りょうについては、橋りょうの長寿命化対策工事を実施する。 

　農道については、既存農道の長寿命化に係る整備を進め、収益性の向上と農村環境の

改善を図る。 

　林道については、林業以外に観光客が多く利用される路線について、特に状態を注視

しながら維持管理を行うとともに、個別施設計画に基づいた、道路構造物の修繕・更新

を行うことで、安心安全な通行を確保するとともに、森林整備の促進を図る。 

 

ウ．美保関町 

　道路については、早急に道路交通網の整備を行い、安全で快適な生活環境を創出する

とともに、市街地への時間短縮を行い、より快適な道路環境を図っていく。 

　橋りょうについては、道路法の改正により、5年に一度の点検が義務付けられており、

健全度の判定が悪い橋りょうについては、橋りょうの長寿命化対策工事を実施する。 

　農道については、既存農道の長寿命化に係る整備を進め、収益性の向上と農村環境の

改善を図る。 

　林道については、生活道としても多く利用される路線について、適切に維持管理を行

うとともに、個別施設計画に基づいた、道路構造物の修繕・更新を行うことで、安心安

全な通行を確保するとともに、森林整備の促進を図る。 

 

②　公共交通 

　利用者の減少傾向が続くコミュニティバスや路線バスについて、安定した運行の維持に

努めるとともに、利用促進協議会や交通事業者と連携し、利用促進策を展開していく。 

　また、今後は、AIデマンドバス、グリーンスローモビリティなど、新たな交通手段の導

入について研究し、移動・外出時の利便性向上に取り組んでいく。 

　さらに、美保関地域においては、隠岐航路についても航路の維持・確保に努めていく。 
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⑶　事業計画（令和3年度～令和7年度） 

 
持続的発展施策区分 事 業 名 

(施設名)
事業内容 事業主体 備　考

 4　交通施設の整備、

交通手段の確保

⑴市町村道 
道路

深田野原地区道路整備事業 
　　改良　W=6.6m　L=254m

松江市

 根連木池平線整備事業 
　　改良　W=9.25m　L=240m

松江市

 奥の堂線整備事業 
　　改良　W=5.0m　L=140m

松江市

 武代橋架替事業 
　　新設　W=3.0m　橋長L=39m

松江市

 新武代橋整備事業(負担金) 
　　改良　W=9.25m　L=40ｍ

松江市

 佐陀川堤防整備事業(負担金) 
　　改良　W5.5=m　L=170m

松江市

 月ヶ廻線整備事業 
　　改良　W=4.0m L=120m

松江市

 西の浜線外２線道路改良事業 
　　改良　W=5.00m　L=180ｍ

松江市

 片句西線整備事業 
改良　W=4.0m　L=190m

松江市

 才軽尾線整備事業 
　　改良　W=4.5m L=229m

松江市

 福浦法田線整備事業 
　　改良　W=5.0m L=1,020m

松江市

 福浦諸喰災害防除事業 
　　法面改良　L=115m

松江市

 稲積支線外1線整備事業 
　　改良　W=5.0m　L=510m

松江市

 七類津波避難道路整備事業 
　　新設　W=5.0m　L=420m

松江市

 
境港出雲道路（松江北道路） 島根県

 
道路整備事業 松江市等

 ⑶林道
林道保全整備事業（鹿島） 松江市

 
林道保全整備事業（島根） 松江市

 
林道保全整備事業（美保関） 松江市

 
林道馬見谷線馬見谷橋改良事業 松江市

 
林道改良事業（補助）（美保関） 松江市

 
普通林道改良事業（島根） 松江市
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持続的発展施策区分
事 業 名
(施設名) 事業内容 事業主体 備 考

 ⑹自動車等 
自動車

コミュニティバス車両購入事業（美保関） 松江市

 ⑼過疎地域持
続的発展特
別事業 
公共交通

コミュニティバス運行事業（鹿島） 松江市

 
コミュニティバス運行事業（島根） 松江市

 
コミュニティバス運行事業（美保関） 松江市

 
交通移動手段確保事業

松江市又は 
民間事業者等

 ⑽その他
交通移動手段確保事業

松江市又は 
民間事業者等
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⑴　現況と問題点 

①　水道施設 

ア．鹿島町、イ．島根町 

　鹿島地域は、松江鹿島水道事業と上講武簡易水道及び南講武簡易水道を整備し、島根

地域では、日本海に面した集落ごとに、大芦簡易水道、加賀簡易水道及び野波簡易水道

を整備し、それぞれ地域の水需要に応えてきた。 

　しかし、南講武簡易水道の深井戸水源枯渇や大芦簡易水道の砂防ダム水源の状況悪化

に伴い、島根県水道用水供給事業（斐伊川系）からの受水を水源に上講武簡易水道、南

講武簡易水道、大芦簡易水道の3簡易水道を統合（平成21年12月22日認可）し、安定給水

に努めている。 

 

ウ．美保関町 

　本地域は、集落ごとに砂防ダム等を水源として簡易水道を整備し給水を行ってきたが、

水源の脆弱性や維持管理コストの増高の面で課題を抱えていた。 

　この問題を解消するため、片江、笹子、七類の3地区を統合し美保関中央簡易水道とし

て新たに浄水場を整備、その他の地区については島根県水道用水供給事業（斐伊川系）

からの受水を水源として新美保関簡易水道として統合し、それぞれ地域の水需要に応え

てきた。 

 

 

旧簡易水道施設一覧表（松江市鹿島町・島根町）　　　令和3年3月31日現在 

 

 

旧簡易水道施設一覧表（松江市美保関町）　  　　　　令和3年3月31日現在 

 6　生活環境の整備

 
地　区　名 竣工年月日 現在給水人口 実績1日最大 実績1日平均

 
鹿島・大芦簡易水道

H21.12

1,609人

1,412㎥ 1,037㎥
 

加賀簡易水道 914人

 
野波簡易水道 1,271人

 
計 3,794人

 
地　区　名 竣工年月日 現在給水人口 実績1日最大 実績1日平均

 
美保関中央簡易水道 H12.1 1,747人

2,677㎥ 1,705㎥  新美保関簡易水道 H23.3 3,018人

 
計 4,765人
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②　汚水処理施設 

　一部過疎地域では合併以降、集合処理による汚水処理施設の整備を着実に進め、平成26

年度には松江市として拡張面整備を終了し、現在、本格的な維持管理期に入ってきている。 

 

③　不法投棄及び海岸漂着ごみ対策 

　一部過疎地域は日本海に面しており、良好な釣場があることから釣り人や観光客が多い。

しかし、心ない人による海岸、岩場、道路端へのごみのポイ捨て、不法投棄が目立ち、環

境保全のうえで大きな問題となっている。 

　今後、一部過疎地域の美しい環境を守り育んでいくため、全市での取組と同様に、豊か

な自然環境を次世代に引き継ぐべく、「世界に誇る環境主都まつえ」を基本理念に、環境

意識の高い市民の多いまちの実現に向けたこれまでの取組を更に充実し、環境保全に対す

る高い意識のもと、具体的な行動を実践していくことが求められている。 

　そのためには、第1に市民・事業者・行政が協働して清掃活動を実践するとともに、ポイ

捨て防止の啓発、指導などの取組を強化していくことが必要である。 

第2に、依然として不法投棄が発生していることから、不法投棄されやすい場所を熟知し

た市民・事業者・行政の協働により、不法投棄の監視、見守りなども必要である。また、

島根半島部の海岸エリアに漂着するごみの問題については、外国文字が表記された廃棄物

を含む多量のごみがくり返し漂流・漂着している状況となっている。海岸管理者である県

や市において漂着ごみの回収処理を実施するとともに、地域住民やボランティア団体の海

岸清掃活動により、これらを回収し、市において運搬処理を行っている状況にあるが、

次々に押し寄せる漂着ごみに大変苦慮している。引き続き「海岸漂着物等地域対策推進事

業」などを活用して海岸美化と環境保全を推進していく必要がある。 

鹿島地域には、鹿島資源ごみ選別処理施設及び鹿島資源ごみ用ストックヤードを有して

おり、旧鹿島町時に建設され、現在は倉庫として活用している。この施設が立地する場所

は、原子力発電所の旧作業員用の宿舎が建設されていたこともあり、施設が老朽化してい

る。また、美保関地域では、旧美保関町時に平成7年から稼働していた美保関不燃物処理場

を合併後の緩和措置から現施設を残し、粗大ごみの受付を行っている。 

 

④　消防・防災　 

　社会経済の発展に伴い、生活様式の多様化、建物の高層化、各種危険物の取扱量の増加

等が進み、災害を招く危険性が増大している。また、近年では、大雨等による自然災害の

発生が増加している。 

　一部過疎地域の消防団員数は、方面団長以下739名（鹿島町242名、島根町224名、美保関

町273名）で、住民の生命、財産を守るため努力しているが、団員数の減少や市内中心部や

周辺市部に勤務する団員が多くなり、昼間の団員数に不足をきたしている。また、自主防

災組織の結成率は、本市の他地域と比較すると高い状況にあるものの、隊員の高齢化や日

中の隊員不足、災害時要配慮者への支援について、他地域と同様に課題がある。 

　さらに、令和3年4月に島根町加賀地区で発生した火災が大規模となったように、一部過

疎地域は、人家の密集地区が地域内に数多く点在しており、初期消火の観点からも、より

一層の消防施設の整備・強化を図る必要がある。また、道路が狭く線形が悪い箇所が点在

しており災害時の支援物資の供給が遅延する可能性があるため、支援物資の供給体制の整
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備を図ることが必要である。 

　そして、大規模・多様化する災害に迅速に対応できるように、消防体制の充実と消防力

の強化を図ることが重要である。 

　加えて、災害時での迅速な情報伝達を目的とし、防災行政無線の整備（デジタル化）を

実施したところであるが、地理的、気象的条件等による影響も想定されるため、状況に応

じた対応を検討する必要がある。 

 

⑵　その対策 

①　水道施設 

 地域住民への安定給水を図るため、既存水道施設の更新、基幹管路の耐震化事業を積極的

に実施し、強靭な水道システムの構築を目指す。 

 

②　汚水処理施設 

　一部過疎地域では、平成26年度に面整備事業を完了し、以降、各施設の機能診断を順次

実施してきている。施設の統廃合計画、ストックマネジメント計画、最適整備構想による

機能強化事業計画、機能保全計画を策定、事業費の平準化を図りながら計画に基づく事業

を確実に実施することで強靭な下水道システムの構築を目指す。 

 

③　不法投棄及び海岸漂着ごみ対策　 

　環境美化の推進の観点から、環境美化活動に協力支援するほか、地域の巡回指導や啓発

活動を実施する。また、巡回パトロールの実施、美観に配慮した啓発看板の設置、ごみの

減量化・分別の推進のため、率先して取り組む市民（リーダー）の育成、広報誌や説明会

を通じた住民への啓発、事業所への啓発を実施する。 

　海岸漂着ごみの対策については、屋外活動で出たごみの持ち帰りや、生活から出るごみ

の減量化などの啓発活動を行うとともに、地元住民や地域ボランティアなどの協力により

継続的に回収活動を行っていく必要がある。また、海外からの漂着ごみ対策については、

市長会を通じ、県・国に対して引き続き要望していく。 

 

④　消防・防災　 

　消防施設の整備・強化を図るとともに、消防団員の確保・養成に努める。 

　災害時の情報伝達については、防災行政無線など既存の伝達手段の有効活用を図るとと

もに、より効果的な伝達方法について引き続き検討を行っていく。また、島根町加賀地区

での大規模火災を教訓に、地域における自助、共助による防災力を強化するため、自主防

災組織を指導する役割を担う地域防災指導員及び防災士の育成と積極的な活用を図る。 

　災害時には、自主防災組織を中心として支援物資の供給を行えるように、防災備蓄倉庫

の整備を図り、供給体制の強化を図る。 
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⑶　事業計画（令和3年度～令和7年度） 

 
持続的発展施策区分 事業名 

（施設名）
事業内容 事業主体 備考

 5　生活環境の整備 ⑴水道施設 
上水道

水道基幹管路・重要給水拠点管路更新事業 
（鹿島）

松江市

 水道基幹管路・重要給水拠点管路更新事業 
（島根）

松江市

 水道基幹管路・重要給水拠点管路更新事業 
（美保関）

松江市

 
水道老朽管更新事業（鹿島） 松江市

 
水道老朽管更新事業（島根） 松江市

 
水道老朽管更新事業（美保関） 松江市

 
水道施設整備事業（鹿島） 松江市

 
水道施設整備事業（島根） 松江市

 
水道施設整備事業（美保関） 松江市

 ⑵下水処理施設 
公共下水道

特定環境保全公共下水道事業 
（老朽化対策改築更新）（鹿島）

松江市

 特定環境保全公共下水道事業 
（老朽化対策改築更新）（島根）

松江市

 特定環境保全公共下水道事業 
（老朽化対策改築更新）（美保関）

松江市

 農業集落排水施設整備事業 
（機能保全・機能強化）（鹿島）

松江市

 農業集落排水施設整備事業 
（機能保全・機能強化）（島根）

松江市

 農業集落排水施設整備事業 
（機能保全・機能強化）（美保関）

松江市

 漁業集落排水施設整備事業 
（機能保全・機能強化）（鹿島）

松江市

 漁業集落排水施設整備事業 
（機能保全・機能強化）（島根）

松江市

 漁業集落排水施設整備事業 
（機能保全・機能強化）（美保関）

松江市

 ⑸消防施設
高機能消防指令センター整備事業 松江市

 消防車両整備事業 
（水槽付消防ポンプ自動車整備事業）（鹿島） 松江市

 消防車両整備事業 
（水槽付消防ポンプ自動車整備事業）（島根）

松江市

 消防車両整備事業 
（水槽付消防ポンプ自動車整備事業）（美保関）

松江市
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持続的発展施策区分
事業名

（施設名） 事業内容 事業主体 備考

 
小型動力ポンプ・積載車整備事業（鹿島） 松江市

 
小型動力ポンプ・積載車整備事業（島根） 松江市

 
小型動力ポンプ・積載車整備事業（美保関） 松江市

 はしご付消防自動車修理整備 
（北はしご車オーバーホール）（島根）

松江市

 
消防車両整備事業（水槽車）（島根） 松江市

 
消防車両整備事業（北救助工作車整備）（島根） 松江市

 
消防機庫整備事業（鹿島） 松江市

 
消防機庫整備事業（島根） 松江市

 
消防機庫整備事業（美保関） 松江市

 
防火水槽整備事業（40t） 松江市

 ⑺過疎地域持続的発
展特別事業 
防災・防犯

防災減災対策事業
松江市又は 
民間事業者等

 ⑻その他 急傾斜地崩壊対策事業（負担金） 

（鹿島町御津地区）
島根県

 急傾斜地崩壊対策事業（負担金） 
（島根町雨の浜１地区）

島根県

 急傾斜地崩壊対策事業（負担金） 
（島根町雨の浜２地区）

島根県

 急傾斜地崩壊対策事業（負担金） 

（島根町佐波地区）
島根県

 急傾斜地崩壊対策事業（負担金） 

（美保関町才浦地区）
島根県

 急傾斜地崩壊対策事業（負担金） 

（美保関町福浦地区）
島根県

 急傾斜地崩壊対策事業（負担金） 

（美保関町高山地区）
島根県

 急傾斜地崩壊対策事業（負担金） 

（美保関町海崎地区）
島根県

 急傾斜地崩壊対策事業（負担金） 
（美保関町宮ノ下地区）

島根県

 
防災備蓄倉庫整備事業 松江市

 
防災減災対策事業

松江市又は 
民間事業者等
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⑴　現況と問題点 

①　児童福祉 

　本市において、少子高齢化が進行する中、一部過疎地域においても、出生数は減少傾向

にあり、乳幼児・児童数は減少している。 

ア．鹿島町 

　本地域内に2施設ある保育所の入所児童数は、令和2年度実績で110人と年々減少してい

る。 

 

イ．島根町 

　本地域内に2施設ある保育所の入所児童数は、令和2年度実績で77人と年々減少してい

る。 

 

ウ．美保関町 

　本地域内に2施設ある保育所の入所児童数は、令和2年度実績で115人と前年度より1人

増えているものの減少傾向にある。 

 

4月1日保育所児童数の推移（松江市鹿島町）　　　　　　（単位：人） 

(注)管外入所人数除く 

 

4月1日保育所児童数の推移（松江市島根町）　　  　　　（単位：人） 

(注)管外入所人数除く 

 

4月1日保育所児童数の推移（松江市美保関町）　　 　　　（単位：人） 

(注)管外入所人数除く 

 

 7　子育て環境の確保、高齢者等の保健及び福祉の向上及び増進

 
保育所名 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

 
御 津 保 育 所 52 52 50 57 51 45

 恵 曇 保 育 所 67 68 74 74 73 65

 
計 119 120 124 131 124 110

 
保育所名 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

 
マ リ ン 保 育 所 65 66 64 56 47 52

 
野 波 保 育 所 43 46 37 33 35 25

 
計 108 112 101 89 82 77

 
保育所名 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

 
美 保 関 西 保 育 所 73 76 74 65 61 64

 美 保 関 東 保 育 所 71 63 52 54 53 51

 
計 144 139 126 119 114 115
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②　高齢者福祉 

ア．鹿島町 

　本地域の人口構造は、65歳以上の高齢者の比率が高まっており、平成 27年国勢

調査人口で高齢化率は35.0％、令和 3年 3月 31日現在の住民基本台帳では 39.3％と

高齢化が加速している。  

　現在、本地域において介護サービスを提供できる事業所として、在宅サービス

としては、居宅介護支援事業所（3事業所）、訪問介護事業所（2事業所）、通所

介護事業所（2事業所）、短期入所生活介護事業所（1事業所）、短期入所療養介

護事業所（ 1事業所）があり、地域密着型サービスとして、認知症対応型共同生

活介護事業所（ 1事業所）がある。また、施設サービスとしては介護老人福祉施

設（ 1事業所）があり、介護保険以外の施設としては、サービス付き高齢者向け

住宅がある。  

　令和 3年 4月現在の本地域の介護保険被保険者の状況は、被保険者数 2,438人で、

要 介 護 （ 要 支 援 ） 認 定 者 数 559人 と な っ て お り 、 要 介 護 （ 要 支 援 ） 認 定 率 は 、

22.93％と高く、高齢者人口の増加に伴い認定率・認定者数ともに増加傾向にあ

る。  

　要介護（要支援）認定者数の内訳としては、軽度要介護者が 286人、中重度要

介護者が273人と、軽度要介護者の割合が高くなっている。  

　令和 3年 4月現在の本地域居住者の介護保険サービスの利用状況として、在宅サ

ービス利用者は、居宅介護（予防）支援サービスが 334人、通所（予防）介護サ

ービスが193人、福祉用具（予防）貸与サービスが 257人、訪問（予防）介護サー

ビス 200人、短期入所生活（予防）介護サービスが 29人となっている。また、地

域密着型サービス利用者として、認知症対応型共同生活介護の利用者が20人、施

設サービス利用者は、介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）の利用者が64人、

介護医療院の利用者が 4人となっているなど、いずれの介護保険サービス利用者

も増加傾向にある。  

　さらに、介護保険サービスを補完する、介護保険給付以外のサービスとして、

なごやか寄り合い会や配食サービスなどがある。  

　利用状況としては、令和元年度は、①なごやか寄り合い会（なごやか寄り合い

事業）を265回開催し、延べ参加人数が 3,071人で、②配食サービス（食の自立支

援事業）の利用人数は 8人であった。また、令和2年度は、新型コロナの影響もあ

ったことから、①なごやか寄り合い会（なごやか寄り合い事業）の開催が 86回、

延べ参加人数が 595人で、②配食サービス（食の自立支援事業）の利用人数は 10

人であった。  

 

イ．島根町 

　本地域の人口構造は、65歳以上の高齢者の比率が高まっており、平成 27年国勢

調査人口で高齢化率は39.7％、令和 3年 3月 31日現在の住民基本台帳では 45.4％と

高齢化が加速している。  

　現在、本地域において介護サービスを提供できる事業所として、在宅サービス

としては、訪問介護事業所（1事業所）、通所介護事業所（ 1事業所）、短期入所
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生活介護事業所（ 1事業所）がある。また、施設サービスとしては介護老人福祉

施設（ 1事業所）があり、介護保険以外の施設としては、養護老人ホームがある。 

　令和 3年 4月現在の本地域の介護保険被保険者の状況は、被保険者数 1,434人で、

要 介 護 （ 要 支 援 ） 認 定 者 数 345人 と な っ て お り 、 要 介 護 （ 要 支 援 ） 認 定 率 は 、

24.06％と高く、高齢者人口の増加に伴い認定率・認定者数ともに増加傾向にあ

る。  

　要介護（要支援）認定者数の内訳としては、軽度要介護者が 187人、中重度要

介護者が158人と、軽度要介護者の割合が高くなっている。  

　令和 3年 4月現在の本地域居住者の介護保険サービスの利用状況として、在宅サ

ービス利用者は、居宅介護（予防）支援サービスが 139人、通所（予防）介護サ

ービスが68人、福祉用具（予防）貸与サービスが 99人、訪問（予防）介護サービ

ス90人、短期入所生活（予防）介護サービスが21人となっている。また、地域密

着型サービス利用者として、認知症対応型共同生活介護の利用者が15人、同地域

にある地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護の利用者が22人、施設サービ

ス利用者は、介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）の利用者が40人、介護医

療院の利用者が 5人となっているなど、いずれの介護保険サービス利用者も増加

傾向にある。  

　さらに、介護保険サービスを補完する、介護保険給付以外のサービスとして、

なごやか寄り合い会や配食サービスなどがある。  

　利用状況としては、令和元年度は、①なごやか寄り合い会（なごやか寄り合い

事業）を181回開催し、延べ参加人数が 2,067人で、②配食サービス（食の自立支

援事業）の利用人数は 16人であった。また、令和 2年度は、新型コロナの影響も

あったことから、①なごやか寄り合い会（なごやか寄り合い事業）の開催が89回、

延べ参加人数が 1,250人で、②配食サービス（食の自立支援事業）の利用人数は

15人であった。  

 

ウ．美保関町 

　本地域の人口構造は、65歳以上の高齢者の比率が高まっており、平成 27年国勢

調査人口で高齢化率は41.7％、令和 3年 3月 31日現在の住民基本台帳では 46.6％と

高齢化が加速している。  

　現在、本地域において介護サービスを提供できる事業所として、在宅サービス

としては、居宅介護支援事業所（3事業所）、訪問介護事業所（1事業所）、通所

介護事業所（2事業所）、短期入所生活介護事業所（1事業所）があり、地域密着

型サービスとして、認知症対応型共同生活介護事業所（ 1事業所）、小規模多機

能型居宅介護事業所（ 1事業所）がある。また、施設サービスとしては介護老人

福祉施設（ 1事業所）があり、介護保険以外の施設としては、サービス付き高齢

者向け住宅がある。  

　近隣地域には、介護老人保健施設のほか、地域密着型サービスとして、認知症

対応型共同生活介護施設等が開設されており、本地域における介護サービスの提

供体制は充実しつつある。  

　令和 3年 4月現在の本地域の介護保険被保険者の状況は、被保険者数 2,221人で、
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要 介 護 （ 要 支 援 ） 認 定 者 数 504人 と な っ て お り 、 要 介 護 （ 要 支 援 ） 認 定 率 は 、

22.69％と高く、高齢者人口の増加に伴い認定率・認定者数ともに増加傾向にあ

る。  

　要介護（要支援）認定者数の内訳としては、軽度要介護者が 262人、中重度要

介護者が242人と、軽度要介護者の割合が高くなっている。  

　令和 3年 4月現在の本地域居住者の介護保険サービスの利用状況として、在宅サ

ービス利用者は、居宅介護（予防）支援サービスが 249人、通所（予防）介護サ

ービスが111人、福祉用具（予防）貸与サービスが 195人、訪問（予防）介護サー

ビス 161人、短期入所生活（予防）介護サービスが 19人となっている。また、地

域密着型サービス利用者として、認知症対応型共同生活介護の利用者が30人、施

設サービス利用者は、介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）の利用者が35人

であるほか、本地域にはないが隣接地域にある介護老人保健施設の利用者が52人

となっている。  

　さらに、介護保険サービスを補完する、介護保険給付以外のサービスとして、

なごやか寄り合い会や配食サービスなどがある。  

　利用状況としては、令和元年度は、①なごやか寄り合い会（なごやか寄り合い

事業）を202回開催し、延べ参加人数が 2,947人で、②配食サービス（食の自立支

援事業）の利用人数は 7人であった。また、令和2年度は、新型コロナの影響もあ

ったことから、①なごやか寄り合い会（なごやか寄り合い事業）の開催が 127回、

延べ参加人数が1,317人で、②配食サービス（食の自立支援事業）の利用人数は5

人であった。  

 

③　障がい者福祉 

ア．鹿島町 

　本地域では、障がい福祉サービス事業所の訪問系サービスとして居宅介護事業所（1事

業所）のほか、通所系サービスとして就労継続支援A型事業所（１事業所）があり、障が

い者の支援を行っている。 

 

イ．島根町 

　本地域では、障がい福祉サービス事業所の居住系サービスとして障がい者支援施設（2

事業所）、共同生活援助事業所の共同生活住居（2カ所）があるほか、居宅介護事業所

（1事業所）や短期入所事業所（2事業所）、通所系サービスとして生活介護と就労継続

支援B型の事業を行う多機能型事業所（1事業所）や、就労継続支援B型事業所（1事業所）

があり、障がい者の支援を行っている。 

 

ウ．美保関町 

　本地域では、障がい福祉サービス事業所の訪問系サービスとして居宅介護事業所（1事

業所）のほか、通所系サービスとして就労継続支援B型事業所（１事業所）があり、障が

い者の支援を行っている。 
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障がい者数の推移（松江市鹿島町）　　　　　（単位：人） 

(注 )3月 31日現在  

 

　　　障がい者数の推移（松江市島根町）　　　　　（単位：人） 

(注 )3月 31日現在  

 

障がい者数の推移（松江市美保関町）　　　　（単位：人） 

(注 )3月 31日現在  

 

⑵　その対策 

①　児童福祉 

　子育て支援の重要性がますます高まっている中、本市では、地方創生に向けての重要な

取組の一つとして『子育て環境日本一の実現』を掲げ、市を挙げて結婚･出産･子育てを応

援し、若い世代の希望を叶える社会の実現を目指して施策を展開している。少子化が進行

する中で、地域と連携しながら安心して子育てのできる環境づくりのため、保育所の存在

は、地域にとって欠くことのできないものとなっている。 

　保育所入所に係る地域ニーズを踏まえながら保育の受け皿の確保を推進し、より多くの

入所児童数を確保することで働きながら子育てをしている家庭を支えることが可能となる。 

　一部過疎地域を含む本市全体の取組として、「松江市子ども・子育て支援事業計画」に

掲げる「松江で育ってよかったなと思われるまちへ」の実現に向け、地域の子どもの健や

かな成長のため、乳幼児一人一人に寄り添った安全な保育を実施し、質の高い就学前児童

の保育・教育環境の充実を進める。 

 

②　高齢者福祉  

　高齢者福祉については、松江市高齢者福祉計画・介護保険事業計画に基づき、松江市総

合計画及び地域福祉計画・地域福祉活動計画を上位計画とし、関連する各分野の計画との

整合を図りながら、全ての高齢者を対象とする介護サービスやその他の高齢者福祉施策を

 障がい区分 平成30年度 令和元年度 令和2年度 備　　考

 身体障がい者 324 326 320 手帳所持者

 知的障がい者 75 73 68 手帳所持者

 精神障がい者 70 72 75 手帳所持者

 合　　　計 469 471 463

 障がい区分 平成30年度 令和元年度 令和2年度 備　　考

 身体障がい者 215 211 206 手帳所持者

 知的障がい者 63 64 65 手帳所持者

 精神障がい者 49 52 54 手帳所持者

 合　　　計 327 327 325

 障がい区分 平成30年度 令和元年度 令和2年度 備　　考

 身体障がい者 314 313 304 手帳所持者

 知的障がい者 44 45 47 手帳所持者

 精神障がい者 68 71 71 手帳所持者

 合　　　計 426 429 422
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実施する。 

　一部過疎地域を含む本市全体の取組として、「松江市高齢者福祉計画・介護保険事業計

画」の「地域でともに支え合いいきいきと暮らせるまちづくり」を基本理念とし、①「健

康づくりと介護予防の推進（健康寿命の延伸）」、②「多様なニーズに対応した介護サー

ビスの提供」、③「認知症施策の推進」、④「介護人材の確保」の基本方針に基づき、各

種施策を展開する。 

 

③　障がい者福祉 

　障がい者福祉については、障がいのある人が、その人の持っている能力を最大限発揮し、

自立と社会参加の推進と、障がいの有無や程度にかかわらず、ともに社会、経済、文化等

の幅広い分野にわたって活動することが本来の姿であるという「ノーマライゼーション」

の推進という理念のもとに、「完全参加と平等」を目指している。 

　一部過疎地域を含む本市全体の取組として、松江市障がい者基本計画・松江市障がい福

祉計画に基づき、松江市総合計画及び地域福祉計画・地域福祉活動計画を上位計画とし、

関連する各分野の計画との整合性を図りながら、①「障がいのある人の人権尊重・地域共

生社会の推進」、②「障がいのある人が安心して暮らせるまちづくり」、③「障がいのあ

る子どもが健やかに育つ環境の実現」、④「障がいのある人の自立した地域生活の実現」

を基本方針に、必要な障がい福祉サービス、相談支援及び地域生活支援事業の目標量とそ

の確保のための方策を示し、実践していく。 

 

⑶　事業計画（令和3年度～令和7年度） 

 
持続的発展施策区分

事業名 
（施設名） 事業内容 事業主体 備考

 6　 子 育 て 環 境 の 確

保、高齢者等の保健

及び福祉の向上及び

増進

⑴児童福祉施設 
　　保育所

保育所給食設備整備事業（マリン保育所） 松江市

 公立保育所施設整備事業 
（美保関西保育所、美保関東保育所）

松江市

 
公立保育所施設整備事業（恵曇保育所） 松江市

 ⑻過疎地域持続的発

展特別事業 
児童福祉

御津保育所、恵曇保育所管理運営事業 松江市

 
マリン保育所、野波保育所管理運営事業 松江市

 美保関西保育所、美保関東保育所管理運営

事業
松江市

 
鹿島子育て支援センター運営事業 松江市

 
美保関子育て支援センター運営事業 松江市

 
子育て環境の充実事業

松江市又は 
民間事業者等

 ⑻過疎地域持続的発
展特別事業 

高齢者・障害者福祉
鹿島福祉センター管理運営事業 松江市

 ⑻過疎地域持続的発
展特別事業 
健康づくり

母子保健事業 松江市

 ⑼その他
子育て環境の充実事業

松江市又は 
民間事業者等
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⑴　現況と問題点 

　一部過疎地域を含む本市全体の取組として、「第2次健康まつえ21基本計画」をもとに健康

寿命の延伸を目指しており、計画でも健康づくりを支える環境整備の推進は取り上げられて

いることから、医療機関と連携し、住民が健康診断やがん検診を受けやすい体制づくりと自

らの健康管理に取り組みやすい環境づくりを推進していく。 

 

ア．鹿島町 

　本地域には、慢性期病院１か所、内科診療所１か所、歯科診療所が１か所ある。かか

りつけ医を本地域外に持つ人も多く、バスのアクセスが不便などの理由から、自家用車

での移動が中心となっている。そのため、高齢化等による免許返納後の生活への不安は

大きい。 

　健康課題としては、本市の中でも、国保特定健診の受診率が低いことがあげられ、地

域住民組織（鹿島地区健康まつえ21推進隊）と協働し、健診の受診率向上に向けての取

組を積極的に行っている。また、健診結果からは、血圧やHbA1cなどの有所見者も多く、

医療費の適正化推進の観点から、さらに、生活習慣病の重症化予防に着目した保健指導

の拡充を図っていく必要がある。 

 

イ．島根町 

　本地域には、医療機関は、内科診療所2か所、歯科診療所が2か所ある。内科診療所の

うち1か所は市の直営で、歯科診療所は1名の歯科医師が2か所を兼務している。高齢化率

は、45.4%(令和3年3月末時点)と高齢化が顕著に見られる地域である。公共交通機関はバ

スしかないため市内中心部までの所要時間も長く、不便であり免許返納後の医療受診等

生活への不安は強い。健康診断やがん検診について町内や各自治会単位で実施するなど、

受診しやすい環境整備に努めている。 

　健康課題としては、生活習慣病予備軍の割合が高いことがあげられ、地域住民組織

（健康まつえ21島根地区推進隊）と情報共有を図りながら協働で取り組んでいる。また、

重症化予防、医療費の適正化推進の観点からも、生活習慣病やフレイルに着目した保健

指導を実施している。 

 

ウ．美保関町 

　本地域には、内科診療所1か所、内科出張診療所2か所、歯科診療所が1か所ある。かか

りつけ医は市内から近隣の鳥取県境港市や米子市と広域である。そのため、健康診査や

各種がん検診、予防接種実施機関も広域的に実施している。 

　健康課題としては、生活習慣病予備軍の割合が高いことがあげられ、地域住民組織

（健康まつえ21美保関推進隊）等と協働で取り組んでいる。また、医療費の適正化推進

の観点から生活習慣病の重症化予防対策の取組を実施しており、医療機関と連携を図り

ながら保健指導の充実を図っている。 

 

 8　医療の確保
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⑵　その対策 

　一部過疎地域での医療機関の連携を深め、かかりつけ医での健康管理体制の構築や地域に

おける健康づくりの支援体制の構築を目指す。また、医療の確保、メンタルヘルス対策、新

たな健康課題への対応など地域ケア体制の構築にむけて近隣の総合病院等と連携を図り広域

的な医療体制の確立を目指す。 

　医療の空白地域が生じないように、在宅医療（訪問診療や訪問看護、ICT等の技術を活用）

も含めて地域医療を維持していくことを検討していく。 

　一方、通院が難しい在宅の高齢者に対し、身体の状況等によりタクシー移送等の支援を行

い、医療を継続して受けることができるよう支援を行う。 

 

表　健康診査・がん検診の状況、受診者数の推移（松江市鹿島町） 

 

表　健康診査・がん検診の状況、受診者数の推移（松江市島根町） 

 　　　　 　　　年　度 
　区　分

平成30年度 令和元年度 令和2年度

  成人健康診査＊1（受診者数） 
　　　　　　　 （対象者数） 
　　　　　　　   （受診率）

468人 
1,083人 
43.2％

487人 
1,072人 
45.4％

382人 
1,049人 
36.4％

  胃がん検診＊2  （受診者数） 
　　         　（対象者数） 
                 （受診率）

174人 
4,446人 
5.8％

151人 
4,385人 
7.4％

136人 
4,318人 

6.7%

  子宮がん検診＊3（受診者数） 
　　　         （対象者数） 
                 （受診率）

141人 
2,889人 
9.4％

152人 
2,822人 
9.7％

145人 
2,771 
10.3%

  乳がん検診　  （受診者数） 
　　         　（対象者数） 
                 （受診率）

141人 
2,384人 
12.6％

146人 
2,343人 
12.3％

96人 
2,301人 
10.5%

  肺がん検診    （受診者数） 
　　　         （対象者数） 
                 （受診率）

476人 
4,446人 
10.7％

452人 
4,385人 
10.3％

314人 
4,318人 

7.3%

  大腸がん検診  （受診者数） 
　　         　（対象者数） 
                 （受診率）

433人 
4,446人 
9.7％

440人 
4,385人 
10.0％

328人 
4,318人 

7.6%

 　　　　 　　　年　度 
　区　分

平成30年度 令和元年度 令和2年度

 成人健康診査＊1（受診者数） 
　　　　　　　 （対象者数） 
　　　　　　　   （受診率）

295人 
624人 
47.3％

293人 
617人 

47.5％

268人 
627人 

42.7％

  胃がん検診＊2  （受診者数） 
　　         　（対象者数） 
                 （受診率）

109人 
2,450人 
6.7％

84人 
2,422人 
8.0％

83人 
2,381人 

7.0%

  子宮がん検診＊3（受診者数） 
　　　         （対象者数） 
                 （受診率）

84人 
1,569人 
11.6％

84人 
1,542人 
10.3％

67人 
1,509人 

9.5%

  乳がん検診　  （受診者数） 
　　         　（対象者数） 
                 （受診率）

96人 
1,348人 
13.9％

82人 
1,326人 
13.4％

52人 
1,298人 
10.3%

  肺がん検診    （受診者数） 
　　　         （対象者数） 
                 （受診率）

247人 
2,450人 
10.1％

250人 
2,422人 
10.3％

138人 
2,381人 

5.8%

  大腸がん検診  （受診者数） 
　　         　（対象者数） 
                 （受診率）

283人 
2,450人 
11.6％

281人 
2,422人 
11.6％

204 人 
2,381 人 

8.6%
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表　健康診査・がん検診の状況、受診者数の推移（松江市美保関町） 

※　⒈ 成人健康診査は松江市国保被保険者対象の特定健康診査(国保データベース：KDB) 

※　⒉ 胃がん検診は平成23年度より内視鏡検査を導入し、平成25年度より50～74歳に対象年齢を拡大した。 

※　⒊ 子宮がん検診は平成25年度より妊婦健診時の子宮がん検診結果を実績として計上。 

・対象者数は、成人健康診査は、40歳以上74歳未満の国保被保険者数。各がん検診は各年度の5月31日現

在の住基登録数より、子宮がん検診は20歳以上の女性人口、乳がんは40歳以上の女性人口、胃がん・

肺がん・大腸がん検診は40歳以上の全人口。 

・胃がん・乳・子宮がん検診の受診率は国の指針に基づいて算出。 

　受診率＝（前年度受診者数＋本年度受診者数-2年連続受診者数）/対象者数＊100 

 

⑶　事業計画（令和3年度～令和7年度） 

 

 

 　　　　　　 年　度 
　区　分

平成30年度 令和元年度 令和2年度

 成人健康診査＊1（受診者数） 

　　　　　　　 （対象者数） 

　　　　　　　   （受診率）

391人 

907人 

43.1％

428人 

871人 

49.1％

397人 

871人 

45.6％

  胃がん検診＊2  （受診者数） 

　　         　（対象者数） 

                 （受診率）

163人 

3,757人 

7.0％

173人 

3,712人 

9.1％

158人 

3,644人 

9.1%

  子宮がん検診＊3（受診者数） 

　　　         （対象者数） 

                 （受診率）

142人 

2,379人 

11.8％

126人 

2,345人 

10.8％

122人 

2,291人 

10.1%

  乳がん検診　  （受診者数） 

　　         　（対象者数） 

                 （受診率）

157人 

2,049人 

15.1％

142人 

2,029人 

14.7％

110人 

1,994人 

12.6%

  肺がん検診    （受診者数） 

　　　         （対象者数） 

                 （受診率）

455人 

3,757人 

12.1％

454人 

3,712人 

12.2％

337人 

3,644人 

9.3%

  大腸がん検診  （受診者数） 

　　         　（対象者数） 

                 （受診率）

603人 

3,757人 

16.1％

622人 

3,712人 

16.8％

541人 

3,644人 

14.9%

 
持続的発展施策区分

事業名 
（施設名） 事業内容 事業主体 備考

 7　医療の確保 ⑶過疎地域持続的発

展特別事業 
その他

野波診療所運営事業 松江市

 
各種予防接種事業 松江市

 
各種健診、がん検診、健康相談 松江市
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⑴　現況と問題点 

①　教育内容と教育環境の充実 

　一部過疎地域を含む本市全体の取組として、幼児期から義務教育9年間を見通し小中学校

が連携して行う教育を「たての一貫教育」、また、学校・家庭・地域が連携・協働した地

域ぐるみの教育を「よこの一貫（環）教育」とする、学校や地域の実態に応じた特色ある

小中一貫教育の取組を進めている。 

　特に「よこの一貫（環）教育」を更に推進するために、令和2年度より一部の学園（中学

校区）においてコミュニティ・スクール（学校運営協議会制度）を導入した。該当学園で

は、各学校を単位とする「学校運営協議会」、各学園を単位とする「学園教育推進会議」

を設置し、「地域学校協働本部」との一体的な推進を図ることで、地域とともにある学

校・学園づくりを進めている。 

　一部過疎地域においても、令和2年度よりしまね潮風学園（島根小・島根中）、海と朝日

の美保関学園（美保関小・美保関中）で、また、令和3年度より鹿島ふれあい学園（恵曇

小・佐太小・鹿島東小・鹿島中）において導入し取組を進めている。 

　この他に小・中・義務教育学校に専任の学校司書を配置し、読書センター・学習センタ

ー・情報センターとしての学校図書館の機能を高めることや電子黒板や一人一台タブレッ

ト端末、無線LANといったICT教育環境を整えることで情報活用教育を推進し、学力向上を

実現する取組を行っている。また、小学校の外国語活動、中学校の英語の時間にネイティ

ブスピーカーである外国語指導助手（ALT）や英語に堪能な外国語教育指導協力員を派遣し、

進行しつつある国際化への対応を行っている。 

　さらに、不登校やいじめの未然防止への対応策である「生徒指導サポート推進事業」も

実施して、加えて、最近大きな課題として浮上してきている過度なメディア接触やネット

トラブルによる児童・生徒の心や体への悪影響を防ぐための取組も学校・地域・行政が一

体となって行っているところである。 

　 

ア．鹿島町 

　本地域では、昭和31年旧鹿島町発足時に4小学校、1中学校でスタートし、昭和49年に

は、現在の3小学校、1中学校で児童・生徒の育成と教育の充実に取り組んできた。 

　現在では、若年層の都市及び旧市内等地域外への流出に伴う児童・生徒の減少が著し

く、各小学校では1学年1学級規模となっている。しかしながら、各校では少人数を生か

したきめ細かな教育活動が行われている。 

 

イ．島根町 

　本地域では、昭和44年旧島根町発足以来、3小学校、2中学校でスタート、児童・生徒

の育成と教育の充実に取り組んできた。 

　しかしながら、若年層の都市及び旧市内等地域外への流出に伴う児童・生徒の減少が

著しく進行したことから、平成16年4月に中学校を統合、平成17年4月には小学校を1校に

統合し、現在の1小学校、1中学校として、小規模校の特徴を生かした教育の充実に取り

組んでいるところである。また、本地域では、小中学校の統合により遠距離通学となっ

た児童・生徒のため、スクールバスを2台運行している。 

 9　教育の振興
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ウ．美保関町 

　本地域では、昭和30年旧美保関町発足以来、教育施設の整備に鋭意努力を重ねてきた。 

　しかしながら、若年層の都市及びその周辺への流出に伴う児童・生徒の減少が著しく

進行したことから、平成7年4月に南北2校の中学校を統合、平成18年4月には小学校を1校

に統合し教育環境の充実に努めてきたところである。また、本地域では、遠距離通学の

児童・生徒のため、スクールバスを10台運行している。 

 

　学校職員・児童生徒数及び敷地面積（松江市鹿島町）　　　　令和3年5月1日現在 

 

学校職員・児童生徒数及び敷地面積（松江市島根町）　　　　令和3年5月1日現在 

 

　学校職員・児童生徒数及び敷地面積（松江市美保関町）　　　令和3年5月1日現在 

 

②　生涯学習の推進と青少年の育成 

　社会の変化への対応、住民のまちづくりへの参画には、より充実した生涯学習を推進す

ることによる支援が必要であり、その果たす役割はこれまで以上に重要になる。 

 

ア．鹿島町 

　本地域では、平成28年4月に「恵曇公民館」「佐太公民館」「講武公民館」「御津公民

館」を廃止し、「鹿島公民館」を新設した。従来の直営方式から地域住民の意向を反映

しやすい「公設自主運営方式」での運営としたことにより、地域住民が主体となって、

文化・スポーツ等の生涯学習、環境保全に取り組んでおり、地域のまちづくりの拠点と

 
学校名 職員数（人） 児童生徒数（人） 建物敷地（㎡） 運動場（㎡）

 
鹿島中学校 19 137 42,929 20,235

 恵曇小学校 14 73 30,835 16,014

 佐太小学校 15 91 15,640 10,000

 鹿島東小学校 13 97 17,899 10,703

 講武幼稚園 3 11 3,137 1,432

 佐太幼稚園 3 12 2,629 773

 
計 67 421 113,069 59,157

 
学校名 職員数（人） 児童生徒数（人） 建物敷地（㎡） 運動場（㎡）

 
島根中学校 13 56 27,025 13,170

 島根小学校 13 140 22,698 6,900

 
計 26 196 49,723 20,070

 
学校名 職員数（人） 児童生徒数（人） 建物敷地（㎡） 運動場（㎡）

 
美保関中学校 15 91 20,515 11,415

 美保関小学校 14 183 6,160 -

 
計 29 274 26,675 11,415
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して、地域福祉、地域防災などの幅広い分野にも対応している。 

　鹿島総合体育館は、多目的広場を併設する施設であるが、建設後20年以上経過し、施

設の老朽化も進行している中、利用者の安全確保、利便性の向上及び生涯スポーツ活動

の活性化のため計画的に対策を行う必要がある。 

　鹿島武道館は、社会体育施設と鹿島中学校の武道場機能を併用している施設であるが、

建設後40年以上経過し、施設の老朽化も進行している中、利用者の安全確保、利便性の

向上及び生涯スポーツ活動の活性化のため計画的に対策を行う必要がある。 

　鹿島御津地区体育館、鹿島片句運動場及び鹿島グラウンドゴルフ場は、地域住民のス

ポーツ活動や地域活動の推進のため、利用者の安全確保、利便性の向上及び生涯スポー

ツ活動の活性化のため計画的に対策を行う必要がある。 

 

イ．島根町 

　本地域では、平成20年6月に「島根公民館」を新設し、平成21年4月に、従来の直営方

式から地域住民の意向を反映しやすい「公設自主運営方式」での運営としたことにより、

地域住民が主体となって、文化・スポーツ等の生涯学習、環境保全に取り組んでおり、

地域のまちづくりの拠点として、地域福祉、地域防災などの幅広い分野にも対応してい

る。 

　島根体育館、島根総合公園運動広場、島根スポーツ広場は、いずれの施設も老朽化が

進行しているため、利用者の安全確保、利便性の向上及び地域住民の生涯スポーツ活動

の活性化のため、計画的に対策を行う必要がある。 

 

ウ．美保関町 

　本地域では、平成21年4月に「美保関中央公民館」を「美保関公民館」とし、従来の直

営方式から地域住民の意向を反映しやすい「公設自主運営方式」での運営としたことに

より、地域住民が主体となって、文化・スポーツ等の生涯学習、環境保全に取り組んで

おり、地域のまちづくりの拠点として、地域福祉、地域防災などの幅広い分野にも対応

している。一方で、建設後40年が経過し、施設の老朽化も進行している中、利用者の安

全確保、利便性の向上を図るための対策を行う必要がある。 

　美保関体育館（旧美保関町民体育館）は、社会体育館と美保関小学校の体育館を併用

している状態であり、また、体育館を含む美保関総合運動公園の運動施設の老朽化も進

行しているため、利用者の安全の確保及び生涯スポーツ活動の活性化のために計画的に

環境改善を図る必要がある。 

 

⑵　その対策 

①　教育内容と教育環境の充実 

　今後、学校・家庭・地域が連携・協働して子どもたちの教育に取り組む学校・地域づく

りを、持続可能な形で更に進めていくとともに、子どもたちの健やかな成長を図るために

も、学力問題や心と体の健康づくり、生徒指導や特別支援教育の充実など学校や地域が抱

える様々な教育課題に対し、学校と家庭、地域、そして行政が一体となって支え合い取り

組んでいく。また、各校・各学園において学校運営協議会等における議論（熟議）の場を

設けていくことで、その議論をもとにより多くの地域住民等から子どもたちの教育に対し
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て様々な協力や支援が得られるような体制づくりを進めるとともに、地域の課題解決に向

けた取組も進めていくことを目指す。 

　さらに、学力問題等の学校が抱える様々な教育課題に対し、学力向上支援員・支援講師

や学校司書、外国語指導助手（ALT）の継続配置等により授業の質の向上ときめ細かな教育

の実現を図る。併せて、ICT支援員による授業支援や研修会の実施によりICT教育環境の充

実を図り、子どもたちの情報活用能力を高めることで学力の育成を目指す。 

　また、島根地域と美保関地域で運行するスクールバスについては、教育の充実のため、

引き続き児童・生徒の通学手段として必要な運行を継続していく必要がある。 

 

②　生涯学習の推進と青少年の育成 

　住民の健康づくりと豊かな人生づくりのための生涯スポーツ推進のため、地域スポーツ

活動の実情を十分踏まえながら、地域体育協会、公民館、スポーツ推進委員などと連携し

て、体力や年齢等に応じたスポーツ環境の整備を目指す。 

 

ア．鹿島町 

　鹿島公民館は、地域活動の事務局を担うなど、地域活動の中心となっていることから、

さらに公民館機能の充実を図る。 

 

イ．島根町 

　島根公民館は、地域活動の事務局を担うなど、地域活動の中心となっていることから、

さらに公民館機能の充実を図る。 

 

ウ．美保関町 

　美保関公民館は、地域活動の事務局を担うなど、地域活動の中心となっていることか

ら、さらに公民館機能の充実を図る。また、施設の老朽化に伴い、支所との複合化を検

討していく。 
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⑶　事業計画（令和3年度～令和7年度） 

 
持続的発展施策区分

事 業 名 
（施設名） 事業内容 事業主体 備　考

 8　教育の振興 ⑴学校教育関連施設 
校舎

特別教室空調設備整備事業 
（恵曇小、佐太小、鹿島東小）

松江市

 
特別教室空調設備整備事業（島根中） 松江市

 
特別教室空調設備整備事業（島根小） 松江市

 
空調設備改修事業（恵曇小） 松江市

 
空調設備改修事業（鹿島東小） 松江市

 
空調設備改修事業（佐太小） 松江市

 
空調設備改修事業（島根中） 松江市

 
空調設備改修事業（島根小） 松江市

 
空調設備改修事業（美保関中） 松江市

 
空調設備改修事業（美保関小） 松江市

 
児童クラブ施設整備事業（美保関小） 松江市

 
トイレ改修事業（鹿島中） 松江市

 
トイレ改修事業（佐太小） 松江市

 
トイレ改修事業（島根小） 松江市

 
トイレ改修事業（美保関小） 松江市

 
給排水設備改修事業（美保関中） 松江市

 
プール改修事業（島根小） 松江市

 
屋内運動場改修事業（美保関中） 松江市

 ⑴学校教育関連施設 
　　スクールバス・ボート

スクールバス整備事業（島根町） 松江市

 ⑴学校教育関連施設 
　　給食施設

鹿島給食センター整備事業 松江市

 
 島根給食センター整備事業 松江市

 ⑵幼稚園 幼稚園整備事業 
（講武幼稚園、佐太幼稚園）

松江市

 ⑶集会施設、体育施

設等 
体育施設

市営体育施設改修費 
（鹿島体育施設整備事業）

松江市

 市営体育施設改修費 
（島根体育施設整備事業）

松江市
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持続的発展施策区分
事 業 名

（施設名） 事業内容 事業主体 備 考

 市営体育施設改修費 
（美保関体育施設整備事業）

松江市

 
美保関総合運動公園駐車場整備事業 松江市

 ⑶集会施設、体育施

設等 
図書館

島根図書館照明設備LED化事業 松江市

 ⑷過疎地域持続的発
展特別事業 

生涯学習・スポーツ

市営体育施設維持管理費 
（鹿島体育施設管理運営事業）

松江市

 市営体育施設維持管理費 
（島根体育施設管理運営事業）

松江市

 市営体育施設維持管理費 
（美保関体育施設管理運営事業）

松江市

 ⑷過疎地域持続的発

展特別事業 
その他

通学助成事業（鹿島） 松江市

 
通学助成事業（島根） 松江市

 
通学助成事業（美保関） 松江市

 
スクールバス運行事業（島根） 松江市

 
スクールバス運行事業（美保関） 松江市

 
スポーツ振興事業

松江市又は 
民間事業者等

 ⑸その他
スポーツ振興事業

松江市又は 
民間事業者等
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⑴　現況と問題点 

　一部過疎地域は、住宅が比較的密集しており、道路幅も狭く、新たな住宅や駐車場を設け

ることが容易ではない。このため、Uターン・Iターン者など若者や子育て世代の移住・定住

に繋がりにくい。 

　また、若年層や世帯単位の転出により人口減少が進むとともに、高齢者世帯が増えてきて

おり、所有者の高齢化等により適切に維持管理されない空き家も増えてきている。こうした

管理不十分な空き家は、安全性の低下、公衆衛生の悪化、景観の阻害など、周辺住民の生活

環境に悪影響を及ぼすとともに、地域コミュニティの維持にも悪影響を及ぼしている。今後

も、高齢化・人口減少が継続する中、空き家の戸数は増加すると予想される。 

　 

ア．鹿島町 

　本地域は、御津・講武・佐太・恵曇という鹿島町発足前の旧町村4つの地区から成り立

っている。日本海に面した北西部の御津、恵曇地区は空き家も目立ち始めているが、古

くからの家が密集しており、道路幅も狭くなっている。そのため、新たな住宅を建築す

ることは困難である。 

　一方、南東部の講武、佐太地区の農山村部では民間の社員アパート等が点在するもの

の人口減の歯止めにはなっていない。 

　生活環境は公共施設や商業施設、医療、福祉施設も少なく、若年層の流出と少子高齢

化が進んでいる。 

 

イ．島根町 

　本地域は、19の集落で形成され、このうち15集落が人口200人以下の小規模集落である。

総面積の85％が山林で、海岸線近くまで迫り、わずかで狭隘な平坦地や傾斜地を利用し、

小規模な集落を形成している。そのため、集落内道路は狭く、ごみ収集車、緊急車両等

の乗り入れは困難である。 

　下水道整備は早期から導入し、全集落の生活環境は整っている。また、大部分の集落

で若者の転出や少子化が顕著になり、高齢化が進んでいる。このため、地域の人口減

少・活力低下から、地域の行事、コミュニティ、防災などに対して、時代に即した対応

が必要である。 

 

ウ．美保関町 

　本地域は、22という多くの集落が点在している。そのうち13集落が人口200人以下の小

規模集落である。地形にも制約され、集落内道路の道幅が狭く、ごみ収集車、緊急車両

等の乗り入れが困難な状況となっている。 

　集落の維持、特に若者の定着を図るためには、暮らしやすい快適な生活環境を整備す

ることが必要である。また、連帯意識を高揚させ世代間のバランスのとれた地域社会と

し、自治機能を備えた健全なコミュニティの維持、発展を図る必要がある。 

 

 10　集落の整備
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⑵　その対策 

　住民の多様な住宅ニーズ等に応え、若者の流出防止やUターン・Iターン者等を促進するた

め、住宅団地の整備や誘導など、地域住民の生活環境の向上を図る。 

　また、空き家対策については、住まいに関する総合的な相談先を設置し、空き家所有者に

対し、管理や活用についてのアドバイスを行うとともに、全市での取組と同様、一部過疎地

域においても、「松江市空家等対策計画」に基づき、対策を講じていく。 

　さらに、一部過疎地域での集落の維持・活性化については、集落の問題を住民自らの課題

としてとらえて集落の将来像を描くことが必要である。ついては、地域課題の洗い出しや、

地域活性化のための話し合いの場をつくるなど、地域内での調整役や繋ぎ役として集落支援

員を配置し、地域が行う自主的・自発的な地域活性化のための活動を支援する。 

 

ア．鹿島町 

　基幹集落に日常生活を維持する上で欠かすことができない生活機能、交流拠点、交通

アクセス等を確保するなど、生活基盤の整備を図るとともに、周辺地域や集落との連携

を図る。また、中心市街地から比較的近い利点を生かし、ICT等の活用への取組を進め、

山や海に囲まれた豊かな自然環境の中での在宅勤務やリモートワークを可能にするサテ

ライトオフィス等の誘致に取り組んでいく。 

 

イ．島根町 

　基幹集落に日常生活を維持する上で欠かすことができない生活機能、交流拠点、交通

アクセス等を確保するなど、生活基盤の整備を図るとともに、周辺地域や集落との連携

を図る。また、地域住民の利便性の向上や若者・Uターン・Iターン者から見た地域の魅

力度アップなどを図る。 

 

ウ．美保関町 

　小規模集落であっても、基幹集落に日常生活を維持する上で欠かすことができない生

活機能、交流拠点、交通アクセス等を確保するなど、生活基盤の整備を図るとともに、

周辺地域や集落との連携を図る。また、市中心部をはじめ、境港市や米子市などへの生

活利便性を確保し、都市の中心機能を利用できるようにするとともに、豊かな自然景観

を求めて訪れる都市の人々のニーズに対応できるよう、集落としての魅力ある機能を確

保する。 
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⑶　事業計画（令和3年度～令和7年度） 

 

 
持続的発展施策区分 事業名 

（施設名）
事業内容 事業主体 備考

 9　集落の整備 ⑴過疎地域集落再編

整備
空き家対策事業

松江市又は 
民間事業者等

 
遊休施設等活用事業

松江市又は 
民間事業者等

 
宅地対策事業

松江市又は 
民間事業者等

 
地域生活維持事業

松江市又は 
民間事業者等

 ⑵過疎地域持続的発

展特別事業 

集落整備

伝統的建造物群保存地区検討事業 松江市

 
集落支援員事業 松江市

 
空き家対策事業

松江市又は 
民間事業者等

 
遊休施設等活用事業

松江市又は 
民間事業者等

 
宅地対策事業

松江市又は 
民間事業者等

 
地域生活維持事業

松江市又は 
民間事業者等
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⑴　現況と問題点 

　地域の伝統文化や文化財は、少子高齢化の進展に伴い、後継者や技術を伝承する担い手等

が不足しており、保存、継承が危惧されている。一度失われると復活することが非常に困難

であるため、失われてしまうことのないように保存、継承しなければならない。 

　また、地域の歴史や伝統文化等の地域資源を後世に引き継ぐためには、それらを正しく理

解することが重要であるが、文化財や地域の伝統行事など、調査研究等により得られた各種

情報の記録が十分に保存管理されていない。 

 

ア．鹿島町 

　島根半島の中ほどに位置する本地域は、出雲国風土記に登場する「狭田国」にあたり、

原始・古代から海上交通で栄え、史跡佐太講武貝塚をはじめ、数多くの遺構が調査され

保存されている。中でも、大社造本殿が三棟並立する佐太神社は重要文化財に指定され

ており、本地域のシンボルとなっている。また、ユネスコ無形文化遺産及び国指定重要

無形民俗文化財の「佐陀神能」を有しており、文化振興、観光振興の中心的な役割を担

っている。これらに関係する貴重な資料は、鹿島歴史民俗資料館で適切に収蔵するとと

もに、積極的な展示活用を行っている。 

　一方で、佐陀神能の担い手の減少や高齢化が進んでいる。また、海神祭、トンドなど

の郷土行事、伝統芸能を有しているものの、調査研究や記録保存が十分とは言えず、文

化資源としての価値や意義などを把握しきれているとは言えない状況にある。 

 

イ．島根町 

　島根半島の東部に位置する本地域は、その沿岸部が長い年月をかけて形成された火山

活動と海食による地質遺産の宝庫であり、潜戸や多古の七ツ穴、築島の岩脈が記念物と

して国の文化財に指定されている。 

　そして、これらの地域では独特な漁撈文化が営まれ、貴重な資料が残されており、今
ろう

後の保存・活用が課題となっている。また、本地域は、ガッチ祭、大漁節などの郷土行

事、伝統芸能を有しているものの、調査研究や記録保存が十分とは言えず、文化資源と

しての価値や意義などを把握しきれているとは言えない状況にある。 

 

ウ．美保関町 

　本地域の最東端に位置する美保関地区は海に面した小さな湾で、古くから海運の拠点

として、また、美保神社の門前町として栄え、今日に至るまで歴史的な街並みや文化が

良く残り、極めて独特な風情を醸し出している。今後、これら歴史的風致を保存してい

くために、既に指定された文化財の適切な保存管理と、未指定の文化財の調査が求めら

れる。 

　本地域は、史跡、名勝、民俗資料、民俗芸能等豊富な文化資源を有しているが、埋蔵

文化財を含め、その所在確認及び保存が十分とは言えない。また、関乃五本松節、墨付

けとんど、青柴垣神事などの郷土行事、伝統芸能を有しているものの、調査研究や記録

保存が十分とは言えず、文化資源としての価値や意義などを把握しきれているとは言え

ない状況にある。 

 

 11　地域文化の振興等
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⑵　その対策 

　一部過疎地域には、有形・無形を問わず数多くの文化財や地域に根づく伝統文化など、先

人が残してくれた誇るべき伝統文化や文化芸術が豊富に存在している。 

　一部過疎地域を含む全市全体の取組として、松江の伝統文化芸術を保存、継承、発展させ

ていくため、「松江の文化力を生かしたまちづくり条例」及び「松江市伝統文化芸術振興計

画」の方針に基づき、伝統文化芸術振興に取り組んでいく。 

 

ア．鹿島町 

豊富な地域内の文化財は、鹿島歴史民俗資料館を拠点にその魅力を発信していくとと

もに、令和元年の首里城跡火災を教訓に、重文佐太神社の防火対策に万全を期す。 

　佐太神社祭事とは別に、文化資源としての魅力発信、鑑賞や公演機会の確保などを目

的とした佐陀神能の特別公演を行う。 

 

イ．島根町 

　豊富に残される漁撈関係資料について、松江ビジターセンターで公開活用するととも
ろう

に、調査・整理を進め、さらなる活用方法を検討する。また、島根歴史民俗資料館収蔵

資料の移転先等を検討していく。 

 

ウ．美保関町 

　美保神社を中心とした伝統的な祭礼行事の保護のため、諸手船の修理支援や青柴垣神

事の調査を行うとともに、歴史的建造物の保護のため、美保神社拝殿等の調査や伝統的

建造物群の調査を行う。また、多世代が、地域の伝統的な生活文化、郷土芸能を学習し、

体験することができる機会を地域内の資料館、活動団体と連携しながら提供する。 
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⑶　事業計画（令和3年度～令和7年度） 

 

 
持続的発展施策区分

事 業 名 
（施設名） 事業内容 事業主体 備考

 10　地域文化の振興等 ⑴地域文化振興施設等

地域文化振興施設
鹿島歴史民俗資料館屋根修繕事業 松江市

 
重文佐太神社防災施設整備事業 佐太神社

 美保関歴史生活体験資料館設備改

修事業
松江市

 ⑵過疎地域持続的発展

特別事業 
地域文化振興

鹿島文化ホール管理運営事業 松江市

 
鹿島歴史民俗資料館管理運営事業 松江市

 
子ども佐陀神能教室事業 地域活動団体等

 
人と情報・文化の交流館運営事業 松江市

 
島根町漁撈用具関係資料整備事業

ろう

松江市

 美保関歴史生活体験資料館運営事

業
松江市

 「正調関乃五本松節」継承・普及

事業
地域活動団体等

 
重有民諸手船保存修理事業 美保神社

 
青柴垣神事調査事業 松江市

 
美保神社拝殿等建造物調査事業 松江市
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⑴　現況と問題点 

　国が「2050年までに温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする、すなわち2050年カーボ

ンニュートラル、脱炭素社会の実現を目指す」ことを宣言したことを踏まえ、本市において

も令和3年3月に策定した「松江市環境基本計画」において、「脱炭素社会（カーボンニュー

トラル）の実現」を重点目標として掲げ、再生可能エネルギーの導入促進に向けた取組を示

した。 

　これまでも、松江市再生可能エネルギー機器等導入促進事業による住宅用太陽光発電シス

テムをはじめとした再生可能エネルギー機器等の導入支援を行うなど、再生可能エネルギー

導入にかかる施策を展開してきたが、急速に進展する国を挙げた脱炭素への取組に対し、本

市においても今後更なる展開を図っていく必要がある。 

　現在、島根町内の市有地（旧島根運動広場）において、民間企業が太陽光パネル3,160枚を

設置し、「太陽光発電所」を運営している。 

 

⑵　その対策 

　今後一層の再生可能エネルギーの導入促進と、これによる新たな産業分野の開拓、エネル

ギー学習等の推進を図るため、エネルギーに関する市民の理解促進と地域振興、防災などの

市民の安心・安全に繋げることを目的とした「（仮称）松江市再生可能エネルギー活用ビジ

ョン」を策定し、松江市の特性を踏まえた再生可能エネルギー活用の施策展開を検討する。 

 

⑶　事業計画（令和3年度～令和7年度） 

 

 12　再生可能エネルギーの利用の推進

 
持続的発展施策区分 事 業 名 

（施設名）
事業内容 事業主体 備考

 11　再生可能エネルギ

ーの利用の推進

⑶その他 松江市再生可能エネルギー機器等

導入促進事業
民間事業者等
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13　事業計画（令和3年度～令和7年度）　過疎地域持続的発展特別事業分 

 
持続的発展施策区分

事業名 
（施設名）

事業内容 事業主体 備考

 1　移住・定住・地域

間交流の促進、人

材育成

⑷過疎地域持続的

発展特別事業 
移住・定住

地域版まちづくり総合戦略事業補助金

（鹿島） 
地域住民が主体となり、行政や各種団体など

が共創・協働の観点で、地域課題の解決や新

たなまちづくりのアイデアの実践のために取

り組む事業を支援する。

松江市
当該事業の効果は将

来に及ぶものである。

 地域版まちづくり総合戦略事業補助金

（島根） 
地域住民が主体となり、行政や各種団体など

が共創・協働の観点で、地域課題の解決や新

たなまちづくりのアイデアの実践のために取

り組む事業を支援する。

松江市
当該事業の効果は将

来に及ぶものである。

 地域版まちづくり総合戦略事業補助金

（美保関） 
地域住民が主体となり、行政や各種団体など

が共創・協働の観点で、地域課題の解決や新

たなまちづくりのアイデアの実践のために取

り組む事業を支援する。

松江市
当該事業の効果は将

来に及ぶものである。

 UIターン促進事業 
UIターン希望者に対する相談対応、県外での

UIターンフェアにおける出張相談等を行う。

松江市
当該事業の効果は将

来に及ぶものである。

 移住支援事業 
東京圏から本市へ移住し、要件を満たした就

業者または起業者に対し、支援金を支給す

る。

松江市
当該事業の効果は将

来に及ぶものである。

 高校生地元就職支援事業 
高校生や一般求職者に対する就職相談の実施

や各種情報の提供を行う。

松江市
当該事業の効果は将

来に及ぶものである。

 移住定住対策事業 
起業支援や若者定住促進等、人口減少対策の

ため、定住人口や交流人口を増やす取組を推

進する。

松江市又は 
民間事業者等

当該事業の効果は将

来に及ぶものである。

 ⑷過疎地域持続的

発展特別事業 
地域間交流

関係人口創出事業 
関係人口（地域のファンとして何かしらの関

わりを持ちながら、応援したり、ささえてく

れたりする人達）の発掘と、受け入れ側とな

る地域の人の理解を深める。

松江市
当該事業の効果は将

来に及ぶものである。

 テレワーク・デイズMATSUE事業 
IT企業等のテレワーク・ワーケーションの推

進を図り、企業誘致や人材誘致、地元企業等

との事業連携に繋げる。

松江市
当該事業の効果は将

来に及ぶものである。

 ⑷過疎地域持続的

発展特別事業 
人材育成

地域おこし協力隊事業 
地域資源を磨き上げ、収益の拡大、新たなビ

ジネスや雇用の場を創出し地域の賑わいを作

る。

松江市
当該事業の効果は将

来に及ぶものである。

 2　産業の振興 ⑽過疎地域持続的

発展特別事業 
第1次産業

種苗放流等推進事業（アワビ種苗の購入

費補助）（鹿島） 
鹿島・島根栽培漁業振興センターで生産され

るアワビ種苗の購入費に対する補助を行う。

JFしまね恵曇支所
当該事業の効果は将

来に及ぶものである。

 種苗放流等推進事業（アワビ種苗の購入

費補助）（島根） 
鹿島・島根栽培漁業振興センターで生産され

るアワビ種苗の購入費に対する補助を行う。

JFしまね恵曇支所
当該事業の効果は将

来に及ぶものである。

 中海種苗放流事業（美保関） 
中海への種苗放流（ウナギ）経費に対する補

助を行う。

中海漁業協同組合
当該事業の効果は将

来に及ぶものである。

 サルボウ資源調査事業（美保関） 
中海におけるサルボウ（赤貝）資源の現状を

把握し、漁獲資源回復の可能性を検討する。

中海漁業協同組合
当該事業の効果は将

来に及ぶものである。
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持続的発展施策区分
事業名

（施設名）
事業内容 事業主体 備考

 鹿島農業支援施設管理運営事業 
農地の有効活用の促進、地域農業の活性化及

び地域へ安心安全な食材を供給し、地産地消

を推進するために設置された松江市鹿島農業

支援施設の管理運営を行う。

松江市
当該事業の効果は将

来に及ぶものである。

 種苗放流推進事業（鹿島） 
アワビ・アカウニ等の稚貝の放流事業を支援

する。

漁業者が組織する団体
当該事業の効果は将

来に及ぶものである。

 種苗放流推進事業（島根） 
アワビ・アカウニ等の稚貝の放流事業を支援

する。

漁業者が組織する団体
当該事業の効果は将

来に及ぶものである。

 種苗放流推進事業（美保関） 
アワビ・アカウニ等の稚貝の放流事業を支援

する。

漁業者が組織する団体
当該事業の効果は将

来に及ぶものである。

 漁場環境整備事業（漁礁設置効果調査を
含む）（鹿島） 
魚礁の設置効果に関する調査、海底清掃、有
害生物除去などの環境保全対策等に対して支

援する。

漁業者が組織する団体
当該事業の効果は将

来に及ぶものである。

 漁場環境整備事業（漁礁設置効果調査を
含む）（島根） 
魚礁の設置効果に関する調査、海底清掃、有
害生物除去などの環境保全対策等に対して支

援する。

漁業者が組織する団体
当該事業の効果は将

来に及ぶものである。

 漁場環境整備事業（漁礁設置効果調査を
含む）（美保関） 
魚礁の設置効果に関する調査、海底清掃、有
害生物除去などの環境保全対策等に対して支

援する。

漁業者が組織する団体
当該事業の効果は将

来に及ぶものである。

 経営多角化支援事業（鹿島） 
島根半島沿岸及び中海において、複合経営に

向け、新たに養殖事業等に取り組むグループ

等を支援する。

漁業者が組織する団体
当該事業の効果は将

来に及ぶものである。

 経営多角化支援事業（島根） 
島根半島沿岸及び中海において、複合経営に

向け、新たに養殖事業等に取り組むグループ

等を支援する。

漁業者が組織する団体
当該事業の効果は将

来に及ぶものである。

 経営多角化支援事業（美保関） 
島根半島沿岸及び中海において、複合経営に

向け、新たに養殖事業等に取り組むグループ

等を支援する。

漁業者が組織する団体
当該事業の効果は将

来に及ぶものである。

 特産品開発支援事業（鹿島） 
特産物の再生や、特産物を活用したお土産物

の商品化等の取組を支援する。

地域活動団体等
当該事業の効果は将

来に及ぶものである。

 特産品開発支援事業（島根） 
特産物の再生や、特産物を活用したお土産物

の商品化等の取組を支援する。

地域活動団体等
当該事業の効果は将

来に及ぶものである。

 特産品開発支援事業（美保関） 
特産物の再生や、特産物を活用したお土産物

の商品化等の取組を支援する。

地域活動団体等
当該事業の効果は将

来に及ぶものである。

 新規漁業者支援事業（鹿島） 
新規漁業就業者・後継者の確保に向けた各種

支援を行う。

認定新規漁業者
当該事業の効果は将

来に及ぶものである。

 新規漁業者支援事業（島根） 
新規漁業就業者・後継者の確保に向けた各種

支援を行う。

認定新規漁業者
当該事業の効果は将

来に及ぶものである。

 新規漁業者支援事業（美保関） 
新規漁業就業者・後継者の確保に向けた各種

支援を行う。

認定新規漁業者
当該事業の効果は将

来に及ぶものである。

 沿岸漁業スタートアップ事業（鹿島） 
認定新規漁業者が自営漁業を開始する際に必

要な機材等の取得に要する経費の一部を助成

する。

認定新規漁業者
当該事業の効果は将

来に及ぶものである。
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持続的発展施策区分
事業名

（施設名）
事業内容 事業主体 備考

 沿岸漁業スタートアップ事業（島根） 
認定新規漁業者が自営漁業を開始する際に必

要な機材等の取得に要する経費の一部を助成

する。

認定新規漁業者
当該事業の効果は将

来に及ぶものである。

 沿岸漁業スタートアップ事業（美保関） 
認定新規漁業者が自営漁業を開始する際に必

要な機材等の取得に要する経費の一部を助成

する。

認定新規漁業者
当該事業の効果は将

来に及ぶものである。

 自営漁業者自立給付金（鹿島） 
認定新規漁業者への生活費の一部として給付

金を交付する。

松江市
当該事業の効果は将

来に及ぶものである。

 自営漁業者自立給付金（島根） 
認定新規漁業者への生活費の一部として給付

金を交付する。

松江市
当該事業の効果は将

来に及ぶものである。

 自営漁業者自立給付金（美保関） 
認定新規漁業者への生活費の一部として給付

金を交付する。

松江市
当該事業の効果は将

来に及ぶものである。

 有害鳥獣駆除対策事業 
有害鳥獣の捕獲と防護柵の設置に対して支援

する。

地域活動団体等
当該事業の効果は将

来に及ぶものである。

 産業振興事業 
農業や漁業への就労支援や6次産業化の推進

など、地域資源を生かした取組を支援する。

松江市又は 
民間事業者等

当該事業の効果は将

来に及ぶものである。

 ⑽過疎地域持続的

発展特別事業 
観光

鹿島多久の湯管理運営事業 
松江市鹿島多久の湯の管理運営を行う。 松江市

当該事業の効果は将

来に及ぶものである。

 マリンパーク多古鼻管理運営事業 
松江市多古鼻公園施設（マリンパーク多古

鼻）の管理運営を行う。

松江市
当該事業の効果は将

来に及ぶものである。

 小波キャンプ場管理運営事業 
松江市小波キャンプ場の管理運営を行う。 松江市

当該事業の効果は将

来に及ぶものである。

 潜戸遊覧船運営補助事業 
潜戸遊覧船運営経費の一部について支援す

る。

(一社）加賀潜戸遊覧船
当該事業の効果は将

来に及ぶものである。

 美保関海の学苑ふるさと創生館管理運営

事業 
美保関海の学苑ふるさと創生館（メテオプラ

ザ）の文化ホール施設、健康増進施設、隕石

展示学習施設の管理運営を行う。

松江市
当該事業の効果は将

来に及ぶものである。

 美保関観光ビュッフェ管理運営事業 
松江市美保関観光ビュッフェの管理運営を行

う。

松江市
当該事業の効果は将

来に及ぶものである。

 観光協会運営補助事業（鹿島） 
観光協会の事業及びその実施に必要な人件費

などの経費を支援する。

（一社）松江観光協会
当該事業の効果は将

来に及ぶものである。

 観光協会運営補助事業（島根） 
観光協会の事業及びその実施に必要な人件費

などの経費を支援する。
（一社）松江観光協会

当該事業の効果は将

来に及ぶものである。

 観光協会運営補助事業・観光振興対策基

本事業（美保関） 
地域資源を生かした、来訪者増加のための対

策や滞在型観光地としての対策事業を支援す

る。

（一社）松江観光協会
当該事業の効果は将

来に及ぶものである。

 美保関町観光・物産PR強化事業 
地域資源や観光地としての魅力の情報発信を

支援する。
（一社）松江観光協会

当該事業の効果は将

来に及ぶものである。

 美保関町地域活性化活動支援事業 
交流人口の促進や地域活性化を目的とした取

組を支援する。
松江市

当該事業の効果は将

来に及ぶものである。
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持続的発展施策区分
事業名

（施設名）
事業内容 事業主体 備考

 大山隠岐国立公園満喫プロジェクト推進

事業 
国立公園に指定されている美保関町・島根町

での観光誘客の地元と一体となってアクティ

ビティ開発やツアープログラム造成等に取り

組み、ナショナルパーク化を推進していく。

大山隠岐国立公

園満喫プロジェ

クト島根半島東

部協議会

当該事業の効果は将

来に及ぶものである。

 インバウンド対策事業 
観光ガイドの養成や自動翻訳機の整備による

インバウンド対策の取組を支援する。

松江市
当該事業の効果は将

来に及ぶものである。

 観光文化振興事業 
観光資源の情報発信や環境整備など、観光振

興に取り組む。

松江市又は 
民間事業者等

当該事業の効果は将

来に及ぶものである。

 3　地域における情報

化

⑵過疎地域持続的

発展特別事業 
デジタル技術活用

ICT等活用事業 
ICT等を活用した生活環境等の向上を図る。

松江市又は 
民間事業者等

当該事業の効果は将

来に及ぶものである。

 4　交通施設の整備、

交通手段の確保

⑼過疎地域持続的

発展特別事業 
公共交通

コミュニティバス運行事業（鹿島） 
コミュニティバスを運行し、住民の交通手段

を確保する。

松江市
当該事業の効果は将

来に及ぶものである。

 コミュニティバス運行事業（島根） 
コミュニティバスを運行し、住民の交通手段

を確保する。

松江市
当該事業の効果は将

来に及ぶものである。

 コミュニティバス運行事業（美保関） 
コミュニティバスを運行し、住民の交通手段

を確保する。

松江市
当該事業の効果は将

来に及ぶものである。

 交通移動手段確保事業 
交通移動手段の整備、検討を行い、生活環境

等の向上を図る。

松江市又は 
民間事業者等

当該事業の効果は将

来に及ぶものである。

 5　生活環境の整備 ⑺過疎地域持続的

発展特別事業 
防災・防犯

防災減災対策事業 
災害に対する研修会など、防災、減災対策等

を図る。

松江市又は 
民間事業者等

当該事業の効果は将

来に及ぶものである。

 6　子育て環境の確

保、高齢者等の保

健及び福祉の向上

及び増進

⑻過疎地域持続的

発展特別事業 
児童福祉

御津保育所、恵曇保育所管理運営事業 
御津保育所、恵曇保育所の保育所管理運営を

行う。

松江市
当該事業の効果は将

来に及ぶものである。

 マリン保育所、野波保育所管理運営事業 
マリン保育所、野波保育所の保育所管理運営

を行う。

松江市
当該事業の効果は将

来に及ぶものである。

 美保関西保育所、美保関東保育所管理運

営事業 
美保関西保育所、美保関東保育所の保育所管

理運営を行う。

松江市
当該事業の効果は将

来に及ぶものである。

 鹿島子育て支援センター運営事業 
鹿島子育て支援センターの管理運営を行う。 松江市

当該事業の効果は将

来に及ぶものである。

 美保関子育て支援センター運営事業 
美保関子育て支援センターの管理運営を行

う。

松江市
当該事業の効果は将

来に及ぶものである。

 子育て環境の充実事業 
子どもの遊び場の充実など、子育て環境の向

上を図る。

松江市又は 
民間事業者等

当該事業の効果は将

来に及ぶものである。

 ⑻過疎地域持続的

発展特別事業 
高齢者・障害者福祉

鹿島福祉センター管理運営事業 
会議室等の貸館や、子育て支援センター、デ

イサービス施設などの複合施設として管理運

営を行う。

松江市
当該事業の効果は将

来に及ぶものである。

 ⑻過疎地域持続的

発展特別事業 
健康づくり

母子保健事業 
妊婦健診に対し助成及び新生児全戸訪問、健

康相談等を実施する。
松江市

当該事業の効果は将

来に及ぶものである。

 7　医療の確保 ⑶過疎地域持続的

発展特別事業 
その他

野波診療所運営事業 
野波診療所の管理運営を行う。

松江市
当該事業の効果は将

来に及ぶものである。

 各種予防接種事業 
予防接種法に基づく予防接種を実施する。

松江市
当該事業の効果は将

来に及ぶものである。
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持続的発展施策区分
事業名

（施設名）
事業内容 事業主体 備考

 各種健診、がん検診、健康相談 
20歳以上の市民に対する、各種健康診査やが

ん検診及び健康相談事業を実施する。
松江市

当該事業の効果は将

来に及ぶものである。

 8　教育の振興 ⑷過疎地域持続的

発展特別事業 
生涯学習・スポー

ツ

市営体育施設維持管理費（鹿島体育施設

管理運営事業） 
鹿島町の市営体育施設管理運営を行う。

松江市
当該事業の効果は将

来に及ぶものである。

 
市営体育施設維持管理費（島根体育施設

管理運営事業） 
島根町の市営体育施設管理運営を行う。

松江市
当該事業の効果は将

来に及ぶものである。

 市営体育施設維持管理費（美保関体育施

設管理運営事業） 
美保関町の市営体育施設管理運営を行う。

松江市
当該事業の効果は将

来に及ぶものである。

 ⑷過疎地域持続的

発展特別事業 
その他

通学助成事業（鹿島） 
公共交通機関の通学定期券を購入して、小中

学校や、高校・高専などへ通学している児童

生徒における定期券購入費の一部を助成す

る。

松江市
当該事業の効果は将

来に及ぶものである。

 通学助成事業（島根） 
公共交通機関の通学定期券を購入して、小中

学校や、高校・高専などへ通学している児童

生徒における定期券購入費の一部を助成す

る。

松江市
当該事業の効果は将

来に及ぶものである。

 通学助成事業（美保関） 
公共交通機関の通学定期券を購入して、小中

学校や、高校・高専などへ通学している児童

生徒における定期券購入費の一部を助成す

る。

松江市
当該事業の効果は将

来に及ぶものである。

 スクールバス運行事業（島根） 
　スクールバスを運行し、遠距離通学の児

童・生徒の交通手段を確保する。
松江市

当該事業の効果は将

来に及ぶものである。

 スクールバス運行事業（美保関） 
　スクールバスを運行し、遠距離通学の児

童・生徒の交通手段を確保する。
松江市

当該事業の効果は将

来に及ぶものである。

 スポーツ振興事業 
遊びやスポーツ、レクリエーション活動を通

し、ライフステージに応じた心身の健康づく

りやスポーツの楽しさを実感できる事業を行

う。

松江市又は 
民間事業者等

当該事業の効果は将

来に及ぶものである。

 9　集落の整備 ⑵過疎地域持続的

発展特別事業 
集落整備

伝統的建造物群保存地区検討事業 
美保関地区の歴史的集落・町並みを保存活用

し、防災機能を高め、生活環境を整備するた

めの検討を行う。

松江市
当該事業の効果は将

来に及ぶものである。

 集落支援員事業 
地域課題を洗い出し、地域活性化のための話

し合いの場づくり、地域内外との調整や様々

な活動の企画・運営の調整役・繋ぎ役として

集落支援員を配置する。

松江市
当該事業の効果は将

来に及ぶものである。

 空き家対策事業 
住まいに関する総合的な相談先を設置し、空

き家所有者に対し管理や活用についてのアド

バイスを行う。

松江市又は 
民間事業者等

当該事業の効果は将

来に及ぶものである。

 遊休施設等活用事業 
地域内の遊休資産の利活用の検討など、その

活用の実現に向けた事業を行う。

松江市又は 
民間事業者等

当該事業の効果は将

来に及ぶものである。

 宅地対策事業 
住宅地の検討や整備など、生活環境の向上を

図る。

松江市又は 
民間事業者等

当該事業の効果は将

来に及ぶものである。
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持続的発展施策区分
事業名

（施設名）
事業内容 事業主体 備考

 地域生活維持事業 
日用品等の生活用品の確保や医療体制の維持

など、生活環境の維持向上を図る。

松江市又は 
民間事業者等

当該事業の効果は将

来に及ぶものである。

 10 地域文化の振興等 ⑵過疎地域持続的
発展特別事業 
地域文化振興

鹿島文化ホール管理運営事業 
市民の福祉を増進し、文化の向上を図る施設

「鹿島文化ホール」の管理運営を行う。

松江市
当該事業の効果は将

来に及ぶものである。

 鹿島歴史民俗資料館管理運営事業 
地域の貴重な文化財の保存及び活用を通じ、

地域文化の向上を図る施設「鹿島歴史民俗資

料館」の管理運営を行う。

松江市
当該事業の効果は将

来に及ぶものである。

 子ども佐陀神能教室事業 
　ユネスコ無形文化遺産・国指定重要無形民

俗文化財「佐陀神能」を保存・継承するた

めの後継者育成と、併せて青少年健全育成

を図る。

地域活動団体等
当該事業の効果は将

来に及ぶものである。

 人と情報・文化の交流館運営事業 
市民が多様な交流を通じ、自ら学び新たな地

域文化を創出するための施設「人と情報・文

化の交流館（マリンプラザしまね）」の管理

運営を行う。

松江市
当該事業の効果は将

来に及ぶものである。

 島根町漁撈用具関係資料整備事業 
ろう

旧島根町が体系的に収集した漁撈用具の価値

を明確にするため、調査や台帳作成等を行

い、将来の国の有形民俗文化財登録、さらに

は指定を目指す。

松江市
当該事業の効果は将

来に及ぶものである。

 美保関歴史・生活体験資料館運営事業 
美保関町の文化・歴史・生活状況を体験でき

る施設「美保関歴史・生活体験資料館」の維

持運営を行う。

松江市
当該事業の効果は将

来に及ぶものである。

 「正調関乃五本松節」継承・普及事業 
「正調関乃五本松節」の伝統芸能としての質

の向上と、次世代育成のための保存会の運営

強化を図る。

地域活動団体等
当該事業の効果は将

来に及ぶものである。

 重有民諸手船保存修理事業 
前回修理から30年以上が経過し老朽化が進む

重要有形民俗文化財諸手船の保存修理を行

う。

美保神社
当該事業の効果は将

来に及ぶものである。

 青柴垣神事調査事業 
国選択無形民俗文化財青柴垣神事の調査を行

い記録保存するとともに、価値を明らかにす

ることで国の重要無形民俗文化財指定を目指

す。

松江市
当該事業の効果は将

来に及ぶものである。

 美保神社拝殿等建造物調査事業 
重文美保神社本殿の遷宮に合わせ、近代に造

営された拝殿等の一連の建造物の調査を行

い、価値を明らかにすることで、国の登録、

さらには将来の重要文化財指定を目指す。

松江市
当該事業の効果は将

来に及ぶものである。


